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【誤訳訂正１】
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【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】平行移動多焦点のコンタクトレンズを成形するための方法及び装置
【技術分野】
【０００１】
　本発明はコンタクトレンズに関する。より具体的には、本発明は、複数の光学ゾーン並
びに眼瞼下支持構造物及び下眼瞼接触面の一方又は双方を有する平行移動多焦点のコンタ
クトレンズに関し、眼が複数の光学ゾーンの間で移動する場合、この構造は眼上のレンズ
の移動を限定することで補助する。
【背景技術】
【０００２】
　二重焦点式レンズは、異なる屈折力を有する２つ以上の領域、又はゾーンからなり、こ
れらは、典型的には遠距離視力のための遠距離屈折力光学ゾーン、及び近距離又は大写し
視力のための近距離屈折力光学ゾーンを含む。この２つのゾーンは、追加の屈折力ゾーン
に振り分けられることができ、この場合、レンズは多焦点レンズと呼ばれる。既知の多焦
点のレンズは、例えば、注型成形、標準旋盤加工又はツーリング技術、並びに射出成形技
術などの既知の加工装置によって限定されてきた。
【０００３】
　網膜像及びそれから得られる視覚表像は、入射瞳を通じて眼に入る光に左右される。二
重焦点式コンタクトレンズが適切に機能するために、眼が遠い物体を観察する場合、入射
瞳は、レンズの遠距離屈折力ゾーンによって少なくとも部分的に、又はより効果的に、完
全に覆われねばならず、眼が近い物体を観察する場合は、近距離屈折力ゾーンによって、
少なくとも部分的に、又はより効果的に、完全に覆われなければならない。この機能は、
その中で、眼が遠い物体を見ることと近くの物体を見ることの間で切り替わると同時に、
コンタクトレンズのシフチング作用又は移動が、入射瞳の前方のどちらか一方のゾーンを
定置するために実施される、交互視覚の原理によって達成され得る。
【０００４】
　あるいは、同時視覚として知られる原理は、遠屈折力ゾーン及び近屈折力ゾーンの一部
又は全てを同時に入射瞳の前方の位置に置くことで、それぞれが同時に網膜像に寄与する
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ような方法でレンズが設計されかつ適応されることによって使用され得る。この種のレン
ズでは移動はほとんど又は全く必要とされないが、結果的に２つの像が同時に見られ、視
覚に支障をきたす。
【０００５】
　一般的に、この二種類の従来の二重焦点式コンタクトレンズは、セグメント化されかつ
同心的である。セグメント化二重焦点式コンタクトレンズ又は平行移動コンタクトレンズ
は、概して２つ以上の分割された屈折力ゾーンを有する。遠屈折力ゾーンは、通常は上部
ゾーンであり、近屈折力ゾーンは通常は下部ゾーンである。このような平行移動レンズに
よって、レンズの遠屈折力ゾーンは真っ直ぐな凝視では眼の入射瞳の前方にあり、一方下
方向の凝視では、レンズの追加屈折力又は近屈折力ゾーンは、入射瞳の上にある。
【０００６】
　同心的二重焦点式コンタクトレンズは、必ずしもそうではないが、通常は同時視覚原理
によって機能する、中心屈折力ゾーンと、１つ又は２つ以上の環状屈折力ゾーンを概して
有する。これらのレンズは、遠距離視野及び近距離視野の双方に良好な視覚をもたらさず
、最適な視力未満を受け入れることを歓迎する人々によって成功裏に着用されるにすぎな
い。
【０００７】
　二重焦点式レンズの有効使用は、眼が遠方で物体を凝視することから近くの物体を凝視
することに変化する場合、視覚表面間での眼球系の移動を必要とする。あるいは、遠距離
及び近距離屈折力光学ゾーンに加えて１つ又は２つ以上の中間距離屈折力ゾーンを有し得
る平行移動多焦点のコンタクトレンズを有することが望ましい場合がある。このような平
行移動コンタクトレンズは、瞳孔が遠距離視力から中間距離視力に、近距離視力に、又は
これらの組み合わせに移動する場合、レンズの移動の量を制御かつ最適化する能力を有さ
ねばならない場合がある。
【０００８】
　ソフト平行移動コンタクトレンズのための多くのデザインがあるが、ソフトコンタクト
レンズは、眼の視方向が真っ直ぐな凝視から下方向への凝視に変化する場合、眼の表面を
横切って平行移動することの難しさを有する。先行技術の一例では、レンズの移動を補助
するための一体に形成された縁取りを有するソフト二重焦点式コンタクトレンズが記載さ
れたものがある。他のデザインは、眼の視方向が真っ直ぐな凝視から下方向への凝視に変
化する場合、眼の表面を横切って移動するための能力を有するが、異なる視方向への眼の
移動の過程でレンズの移動を制御することではあまり効果的ではない。別の先行技術の例
は、レンズの移動において補助する眼瞼上に位置する、外方向に延在する緯度方向のリッ
ジに隣接する一体に形成された傾斜したリッジゾーンを有するソフト多焦点のコンタクト
レンズを記載する。緯度方向のリッジ部分は、両端に隆起部を有し、これによって、中央
での高度に比較してリッジの端部の高度を増加させる。先行技術の別の不利益な点は、眼
に着用した場合の不快感である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　したがって、眼が遠距離視覚から近著離視覚に位置を変化させる場合、眼の表面を横切
る移動の量を限定することが可能であり、かつ着用者に改善された快適性をもたらす、ソ
フト平行移動多焦点のコンタクトレンズへの要望がある。眼が遠距離視力から中間距離視
力へ、近距離視力へと位置を変化する場合に、眼の表面を横切る移動の量を限定すること
ができ、かつ光学効率を改善するソフト平行移動多焦点のコンタクトレンズへの要求もあ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　結果的に、本発明の一態様は、眼の瞳孔に対して限定されたレンズの移動をもたらす平
行移動多焦点のコンタクトレンズを提供する。この限定された移動は、近距離、中間距離
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、及び遠距離視力を用いる場合の垂直の安定性及び回転安定性の一方又は双方に基づくこ
とができる。本発明の幾つかの例では、構成成分は、例えば、前面、後面、屈折力領域、
レンズエッジ、安定化処理ゾーン、周囲部領域、センタ、眼瞼下支持構造物、及び下眼瞼
接触面の１つ又は２つ以上を有し得る。より具体的には、眼瞼下支持構造物及び下眼瞼接
触面を有する平行移動多焦点のコンタクトレンズが記載される。フリーフォーム技術が、
多くのこれまでに成形できなかった形状及び非球形を含む形態を可能にする。ボクセルフ
ォーメーションによるボクセルは、本質的に、基材上に成形可能な多種多様な形状を可能
にする。
【００１１】
　本発明の第１の態様によると、平行移動多焦点のコンタクトレンズが提供されている。
このレンズは、弓状形状を備える、前面と、弓状形状を備え、前記前面に隣接しかつ前記
前面と反対側にある後面であって、前記後面及び前記前面がレンズエッジで互いに交わる
、後面と、複数の光学ゾーンを備える、使用者の眼に視力補正をもたらす屈折力領域と、
使用者が視覚の方向を変更しかつ使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーンから別の前
記光学ゾーンに移動する場合、使用者の眼の上の前記レンズの移動の量を限定するよう構
成される下眼瞼接触面と、を含む。
【００１２】
　このレンズは、眼瞼下支持構造物を備えてもよい。
【００１３】
　このレンズは、ボクセル単位で成形された第１の部分と、流動性媒体から形成された第
２の部分と、を有するフリーフォームレンズを含んでもよい。
【００１４】
　前面は、レンズエッジ、周囲部領域、安定化処理ゾーン構成成分、屈折力領域、及び下
眼瞼接触面の１つ又は２つ以上を備えてもよい。
【００１５】
　レンズエッジは、周囲部領域の外側エッジから前面及び後面が互いに交わる場所まで、
半径方向に延在し得る。
【００１６】
　周囲部領域は、屈折力領域の外側エッジからレンズエッジまで半径方向に延在し得る。
【００１７】
　このレンズは、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安定性の一方又は双
方をもたらすよう存在する１つ又は２つ以上の安定化処理ゾーンを備えてもよい。
【００１８】
　安定化処理ゾーンは、表面を画定するための少なくとも１本の曲線を有する、複数の点
及び複数の線の一方又は双方によって画定される幾何学的形状を備えることができる。
【００１９】
　安定化処理ゾーンは、０°～１８０°の間の角度幅で、ヒドロゲル素材の弧状セグメン
トを備えてもよい。例えば、０°～１８０°の間の任意の整数値である。
【００２０】
　安定化処理ゾーンは、５ｍｍ以下、例えば、４．５、４、３．５、３、２．５、２、１
．５、１、０．５ｍｍの幅（ｗ）、並びに１ｍｍ以下、例えば、０．９、０．８、０．７
、０．６、０．５、０．４、０．３、０．２．又は０．１ｍｍのピーク高さ（ｈｔ）を備
えてもよい。
【００２１】
　後面は、周囲部領域及び屈折力領域の一方又は双方を備えてもよい。
【００２２】
　屈折力領域は、球形の境界形状又は非球形の境界形状を備えてもよい。
【００２３】
　屈折力領域は、遠屈折力光学ゾーン、中間屈折力光学ゾーン、及び近屈折力光学ゾーン
の１つ又は２つ以上を備えることができる。
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【００２４】
　少なくとも１つの前記光学ゾーンは、表面を画定するための少なくとも１本の曲線を有
する、複数の点及び複数の線の一方又は双方によって画定される幾何学的形状を備えるこ
とができる。
【００２５】
　下眼瞼接触面は、前記レンズ前面を横切って外側に延在する、１つの切れ目がなく連続
する、前面部分の内向きの伸張された部分を備えることができる。
【００２６】
　下眼瞼接触面は、隣接する眼瞼下支持構造上に直接位置付けられる。
【００２７】
　下眼瞼接触面は、レンズエッジの上に直接位置付けられてもよい。
【００２８】
　下眼瞼接触面は、表面を画定するための少なくとも１本の曲線を有する、複数の点及び
複数の線の一方又は双方によって画定される幾何学的形状を備えることができる。
【００２９】
　幾可学的形状は、ヒドロゲルによって画定され得る。
【００３０】
　眼瞼下支持構造物は、下眼瞼接触面の下部に隣接し、かつ前記レンズエッジの下部に延
在してもよい。
【００３１】
　眼瞼下支持構造物は、眼の表面に沿って輪郭が付けられる弓状の前面を備えてもよい。
【００３２】
　眼瞼下支持構造物は、４ｍｍ以下の幅を備えることができる。
【００３３】
　眼瞼下支持構造物は、レンズに対して垂直安定性及びレンズに対して回転安定性の一方
又は双方をもたらすことができる。
【００３４】
　本発明の第２の態様によると、平行移動多焦点のコンタクトレンズを成形するための装
置が提供され、該装置は、化学放射線を含む、ある波長で光を発する光源と、メモリと論
理通信するプロセッサであって、前記メモリがその中に実行可能なコードを格納し、前記
コードが、ディジタルミラーデバイスを制御するための１つ又は２つ以上の制御信号をプ
ロセッサに発生させて、弓状の基材を通して化学放射線を投影し、上述の平行移動コンタ
クトレンズを成形するよう要求に応じて実行可能である、プロセッサと、を含む。平行移
動多焦点のコンタクトレンズを成形するための装置は、ディジタルミラー又はディジタル
ミラーデバイス（ＤＭＤ）を備えることができる。
【００３５】
　本発明の第３の態様によると、平行移動多焦点のコンタクトレンズを成形するための方
法であって、対応する弓状の形状を備えかつレンズエッジで交わる前面及び後面をボクセ
ル単位で備えるコンタクトレンズを成形することと、使用者の眼に視力補正をもたらす、
複数の光学ゾーンを備える屈折力領域を成形することと、使用者が視覚の方向を変更しか
つ使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーンから別の前記光学ゾーンに移動する場合、
使用者の眼の上の前記レンズの移動の量を限定するよう構成される下眼瞼接触面を成形す
ることと、を含む方法。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明の幾つかの実施形態を実践するために使用され得る方法工程。
【図２】本発明の幾つかの実施形態を実践するために使用され得る追加方法工程。
【図３】形成及び固定化放射線の吸光度と透過率との間の関係の一例。
【図４】本明細書に開示される発明によって生成されるレンズの一実施例。
【図５】ボクセルに基づいたリソグラフィを含む本発明の幾つかの実施形態を実践するの
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に有用であり得る、装置構成要素。
【図６】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な光源装置構
成要素。
【図７】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な光学装置構
成要素。
【図８】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的なディジタル
ミラー装置構成要素。
【図９】本発明のいくつかの実施形態を実践するのに有用であり得る、追加装置構成要素
。
【図１０】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な形成光学
機器。
【図１１】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的なモノマー
リザーバ。
【図１２】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な材料除去
装置。
【図１３】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な材料除去
装置の全体的動作システム。
【図１４】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な安定化及
び固定化装置。
【図１５】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な計測シス
テム。
【図１６】本発明の幾つかの実施形態を実践するのに有用であり得る、例示的な水和及び
除去システム。
【図１７】レンズ前駆体の例示的な断面描示。
【図１８Ａ】複数の機構を含む平行移動多焦点のコンタクトレンズの前方平面図。
【図１８Ｂ】平行移動多焦点のコンタクトレンズの前面及び後面の側面図。
【図１９Ａ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【図１９Ｂ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【図１９Ｃ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【図１９Ｄ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【図２０Ａ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２０Ｂ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２０Ｃ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２０Ｄ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２０Ｅ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２０Ｆ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２０Ｇ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２０Ｈ】屈折力領域において発生する光学ゾーンの異なる種類、形状、及び配置の複
数の変形の例。
【図２１】本発明のいくつかの更なる態様による方法工程。
【図２２】本発明のいくつかの実施形態を実践するために使用され得るプロセッサ。
【図２３Ａ】複数の機構を含む平行移動多焦点のコンタクトレンズの前方平面図。
【図２３Ｂ】平行移動多焦点のコンタクトレンズの前面及び後面の側面図。
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【図２４Ａ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【図２４Ｂ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【図２４Ｃ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【図２４Ｄ】安定化処理ゾーン場所の複数の変形の例、及び本発明で可能である発現。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　特定の患者の眼のデータによる、下眼瞼接触面、及び眼瞼下支持構造物の一方又は双方
を有する平行移動多焦点のコンタクトレンズ並びにこれを実践するための方法工程及び装
置が記載される。以下で様々な図面に関連付けて完全に説明されるように、本明細書に記
載されるレンズは、自由形式の平行移動多焦点のコンタクトレンズを包含することができ
る。
【００３８】
　以下のセクションでは、本発明の実施形態の「発明を実施するための形態」が記載され
る。好ましい実施形態及び代替の実施形態の両方の説明は、完全ではあるが、例示的に過
ぎず、変形、修正、及び代替が当業者にとって明白であり得ることが理解される。したが
って、前記例は、基礎となる発明の態様の幅を限定しないことが理解される。本明細書に
記載される方法工程は、この説明において論理的順序で列挙される。しかしながら、特記
されない限り、この順序は、そこでそれらが実行され得る順序を決して限定するものでは
ない。加えて、本発明を実施するために全てのステップを必要とするわけではなく、また
本発明の種々の実施形態には付加的なステップを含んでも良い。
【００３９】
　用語
　本発明を対象とする本説明文及び特許請求の範囲においては様々な用語が使用され得る
が、これらには以下の定義が適用される。
【００４０】
　本明細書で使用される場合、「ブレンドゾーン」とは、レンズの一部をレンズが隣接す
る別の部分に融合させる切れ目がなく連続する区域を指す。
【００４１】
　本明細書で使用される場合、「ＤＭＤショー」とは、ＤＭＤ上のミラーの起動を制御す
るために用いられ得る指示データ点に基づく時間の収集を指し、レンズ又はレンズ前駆体
若しくはレンズ前駆体形状又はレンズ前駆体機構（複数可）が組み立てられることを可能
にする。ＤＭＤショーは、例えば「ｘ」及び「ｙ」がＤＭＤミラーのデカルト座標位置に
あり、「ｒ」及び「θ」がＤＭＤミラーの極座標位置にあり、並びに「ｔ」がＤＭＤミラ
ー状態を制御する時間指示を表す、（ｘ，ｙ，ｔ）及び（ｒ，θ，ｔ）が最も一般的であ
ることで、様々なフォーマットを有し得る。ＤＭＤショーは、規則的に又は不規則的に離
間したグリッドに関連するデータを封じ込めることができる。
【００４２】
　本明細書で使用される場合、「流動性レンズ反応性媒体」は、天然の形態、反応した形
態、又は部分的に反応した形態のいずれかで流動性であり、その一部分又は全部が更なる
加工を受けて眼科レンズの一部に形成される、反応性混合物を意味する。
【００４３】
　本明細書で使用される場合、「フリーフォーム」、「自由形式」又は「自由形状」とは
、流動性媒体層の有無にかかわらず、ボクセル単位で化学放射線への露出を介して反応性
混合物の架橋によって成形される表面で、鋳造成形、旋盤、又はレーザーアブレーション
により形付けられないものを指す。フリーフォーム法及び装置の詳細な説明は、米国特許
出願Ｓ／Ｎ　１２／１９４，９８１号（ＵＳ　２００９－０５３３５１－Ａ１として出版
）及び米国特許出願Ｓ／Ｎ　１２／１９５，１３２号（ＵＳ　２００９－００５１０５９
－Ａ１として出版）に開示されている。
【００４４】
　「レンズ」が本明細書で使用される場合、「レンズ」は、眼内又は眼上にある、いずれ
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かの眼科デバイスを指す。これらの装置は光学補正をもたらすことができるか、又は美容
用であっても良い。例えば、レンズという用語は、コンタクトレンズ、眼内レンズ、オー
バーレイレンズ、眼用インサート、光学インサート、又は他の同様の、視力が補正若しく
は変更されるデバイスか、又は視力を妨げることなく目の生理機能が美容的に拡張される
（例えば、虹彩色）デバイスを指すことができる。幾つかの実施形態では、好ましいレン
ズは、シリコーンヒドロゲル類、及びフルオロヒドロゲル類を含むが、これらに限定され
ない、シリコーンエラストマー類又はヒドロゲル類から製造される、ソフトコンタクトレ
ンズである。
【００４５】
　本明細書で使用される場合、「レンズデザイン」とは、これが組み立てられる場合、屈
折力補正、許容可能なレンズ嵌合い（例えば、角膜被覆及び移動）、許容可能なレンズ回
転安定性などをもたらし得る、所望のレンズの形状、機能又はその双方を指す。レンズデ
ザインは、水和した又は非水和の状態で、フラット又は曲がった空間で、２次元又は３次
元空間でのいずれかで表現され、限定されないが、幾何学的図面、屈折力プロファイル、
形状、特性、厚さなどが挙げられる方法により表現され得る。レンズデザインは、規則的
に又は不規則的に離間したグリッドに関するデータを封じ込めてもよい。
【００４６】
　本明細書で使用される場合、「レンズエッジ」とは、流動性レンズ反応性媒体を含有し
得る、レンズ前駆体又はレンズの外辺部の周辺で明確に決まるエッジを指す。レンズエッ
ジ機構は、レンズ前駆体又はレンズの周りで連続するか、又は別個の非連続的ゾーン内に
存在するかのいずれかである。
【００４７】
　本明細書で使用される場合、「レンズ前駆体」とは、回転対称又は非回転対称であり得
る、レンズ前駆体形態と、レンズ前駆体形態に接触する流動性レンズ反応性媒体からなる
複合した物体を意味する。例えば、流動性レンズ反応性媒体は、反応性混合物の体積内で
レンズ前駆体形態を生成する過程で形成される。レンズ前駆体形態、及び流動性レンズ反
応性媒体を、レンズ前駆体形態を生成するために使用される反応性混合物の体積から分離
することによって、レンズ前駆体を作り出すことができる。更に、レンズ前駆体は、ある
量の流動性レンズ反応媒体を除去するか、又はある量の流動性レンズ反応性媒体を非流動
性組み込み材料に変換するかのいずれかによって、異なる実体に変換することができる。
【００４８】
　本明細書で使用される場合、「機構」とも称される「レンズ前駆体機構」とは、レンズ
前駆体形態の非流動性サブ構造を指し、レンズ前駆体のインフラストラクチャとして作用
する。レンズ前駆体機構は、経験的に画定され得、又はＤＭＤショー指示を介して組み立
てられ得る制御パラメータ（高さ、幅、長さ、形状、位置など）によって数学的に説明さ
れ得る。レンズ前駆体機構の例としては、以下の１つ又は２つ以上が挙げられ得る：レン
ズエッジ機構、安定化処理ゾーン機構、スマートフロアボリュメーター機構、光学ゾーン
機構、モート機構、ドレインチャネル機構など。レンズ前駆体機構は、化学放射線ボクセ
ルを用いて形成され得、更なる処理の際に眼科レンズに組み込まれ得る。
【００４９】
　本明細書で使用する場合、「最小エネルギー面」、又は用語「ＭＥＳ」とは、レンズ前
駆体機構の上に形成される流動性レンズ反応性媒体によって作成される自由形式の表面を
指し、これは最小エネルギー状態にあり得る。最小エネルギー面は、滑らかかつ連続的表
面であることができる。
【００５０】
　本明細書で使用される場合、「光学ゾーン」とは、レンズ前駆体又は眼科レンズの所望
の屈折力及び収差補正の一方又は双方をもたらす機能を指し、この形状は、ターゲットフ
ァイルに直接依存し得る。
【００５１】
　本明細書で使用される場合、「反応性混合物」とは「レンズ形成混合物」と同じ意味で
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使用され得る、「ＲＭＭ」（反応性モノマー混合物）、レンズ形成モノマーは、硬化及び
／又は架橋して眼科レンズ又は眼科レンズの一部を形成できるモノマー又はプレポリマー
材料を指す。様々な実施形態は、ＵＶ遮断剤、染料、光開始剤、又は触媒、及びコンタク
ト若しくは眼内レンズ等の眼科レンズに望まれ得る他の添加剤等の１つ又は２つ以上の添
加剤を有するレンズ形成混合物を含むことができる。
【００５２】
　本明細書で使用される場合、「安定化処理ゾーン」とは、非回転対称コンタクトレンズ
を眼上に正確に配向させるよう保持することで補助し得、レンズエッジ機構の内側寄り並
びに屈折力領域及び光学ゾーン機構の一方又は双方の外側寄りで見出し得る機構を指す。
【００５３】
　本明細書で使用される場合、「ターゲットファイル」とは、レンズデザイン、厚さマッ
プ、レンズ前駆体デザイン、レンズ前駆体形態デザイン、レンズ前駆体機能デザイン、又
は上記の組み合わせを表現することが可能なデータを指す。ターゲットファイルは、限定
されないが、水和された又は非水和の状態で、フラットな又は曲がった状態で、２次元又
は３次元空間でのいずれかで表現されてもよく、これは幾何学的図面、パワープロファイ
ル、形状、特徴、厚さなどが挙げられる方法により表現され得る。ターゲットファイルは
、規則的又は不規則的に離間したグリッドに関連するデータを封じ込めてもよい。
【００５４】
　本明細書で使用される場合、「化学放射線」は、化学反応を起こすことができる放射線
を指す。
【００５５】
　本明細書で使用される場合、「弓状の」は、弓のような曲線又は屈曲を指す。
【００５６】
　本明細書に言及される「ベールの法則」（「ランベルト・ベールの法則」と称される場
合もある）は、Ｉ（ｘ）／Ｉ０＝ｅｘｐ（－αｃｘ）であり、式中、Ｉ（ｘ）は、照射さ
れる表面からの距離ｘの関数としての強度であり、Ｉ０は、表面での入射強度であり、α
は、吸収成分の吸収係数であり、ｃは、吸収成分の濃度である。
【００５７】
　本明細書で使用される場合、「平行化する」は、入力として放射線を受信する装置から
の出力として進行する、光等の放射線の円錐角を限定することを意味し、円錐角は、進行
する光線が平行となるように制限され得る。したがって、「コリメータ」は、この機能を
実施する装置を含み、「平行化された」は、放射線に対する効果を説明する。
【００５８】
　「ＤＭＤ」が本明細書で使用される場合、デジタルマイクロミラーデバイスは、ＣＭＯ
Ｓ　ＳＲＡＭの全体に機能的に実装された、移動可能なマイクロミラーのアレイからなる
双安定空間光変調器である。それぞれのミラーは、反射光を誘導するために、ミラーの下
のメモリセルにデータを読み込むことによって独立して制御され、ビデオデータのピクセ
ルをディスプレイ上のピクセルに空間的にマッピングする。データは、ミラーの状態が＋
Ｘ度（オン）又は－Ｘ度（オフ）のいずれかである２進数方式で、ミラーの傾斜角を静電
気的に制御する。現在のデバイスは、Ｘを、１０度又は１２度（公称）のいずれかにする
ことができる。搭載されたミラーによって反射される光は、次いで投影レンズを通過して
スクリーン上へ進む。光は、反射されて暗視野を生成し、画像の黒レベルフロアを画定す
る。画像は、観測者によって統合されるのに十分な速い速度でのオンレベルとオフレベル
との間のグレースケール変調によって生成される。ＤＭＤ（デジタルマイクロミラーデバ
イス）は、ＤＬＰ投影システムである場合がある。
【００５９】
　本明細書で使用される場合、「ＤＭＤスクリプト」は、空間光変調器のための制御プロ
トコル、及びまた、例えば、いずれかがその時点の一連のコマンドシーケンスを含み得る
、光源又はフィルターホイール等の、いずれかのシステム構成要素の制御信号を指すもの
とする。頭文字ＤＭＤの使用は、この用語の使用を空間光変調器のいずれか１つの特定種
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類又は寸法に限定することを意味しない。
【００６０】
　本明細書で使用される場合、「固定化放射線」は、レンズ前駆体又はレンズを構成する
、本質的に全ての反応性混合物の重合及び架橋の１つ又は２つ以上に十分な化学放射線を
指す。
【００６１】
　本明細書で使用される場合、「流動性レンズ反応性媒体」は、天然の形態、反応した形
態、又は部分的に反応した形態のいずれかで流動性であり、更なる処理を受けて眼科レン
ズの一部に形成される、反応性混合物を意味する。
【００６２】
　本明細書で使用される場合、「ゲル化点」は、ゲル又は不溶分画が最初に観測される点
を指すものとする。ゲル化点は、液体重合混合物が固体となる、変換の程度である。ゲル
化点は、ポリマー反応を異なる時点で停止させ、結果として生じるポリマーを分析して残
留不溶性ポリマーの重量分画を決定する、ソックスレー実験を使用して決定することがで
きる。ゲルが存在しない点のデータを推定することができる。ゲルが存在しないこの点が
、ゲル化点である。また、ゲル化点は、反応中の反応混合物の粘度を分析することによっ
て決定することもできる。粘度は、反応混合物がプレート間にある状態で、平行プレート
レオメーターを使用して測定することができる。少なくとも１つのプレートは、重合に使
用される波長の放射線に対して透明であるべきである。粘度が無限大に到達する点が、ゲ
ル化点である。ゲル化点は、所与のポリマー系及び具体的な反応条件と同一の変換度で生
じる。
【００６３】
　本明細書で使用される場合、「レンズ前駆体形態」は、眼科レンズへの更なる処理を受
けて組み込まれるものと一致する、少なくとも１つの光学品質表面を有する、非流動性物
体を意味する。
【００６４】
　本明細書で使用される場合、「鋳型」は、未硬化配合物からレンズを形成するために使
用され得る、剛性又は半剛性の物体を指す。いくつかの好ましい成形型は、前部湾曲成形
型部分及び後部湾曲成形型部分を形成する２つの成形型部分を含む。
【００６５】
　本明細書で使用される場合、「放射線吸収成分」という用語は、反応性モノマー混合配
合物に組み込むことができ、特定の波長帯の放射線を吸収することができる、放射線吸収
成分を指す。
【００６６】
　反応性混合物（また、本明細書において、レンズ形成混合物又は反応性モノマー混合物
と称される場合もあり、「レンズ形成混合物」と同一の意味を有する）
　「鋳型から取り外す」が本明細書で使用される場合、「鋳型から取り外す」は、レンズ
が、鋳型から完全に分離した状態、又は穏やかな振動によって取り外すか、若しくは綿棒
を用いて押し外すことができるように、ほんの軽く付着した状態のいずれかとなることを
意味する。
【００６７】
　本明細書で使用される場合、「ステレオリソグラフィレンズ前駆体」は、レンズ前駆体
形態が、ステレオリソグラフィ技術を使用することによって形成された、レンズ前駆体を
意味する。
【００６８】
　「基材」上に他の実体が定置又は形成される物理的実体。
【００６９】
　本明細書で使用される場合、「過渡レンズ反応性媒体」は、流動性又は非流動性形態で
レンズ前駆体形態上に残存し得る、反応性混合物を意味する。しかしながら、過渡レンズ
反応性媒体は、眼科レンズに組み込まれる前に、洗浄、溶媒和、及び水和工程の１つ又は
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２つ以上によって大幅に除去される。したがって、明確化のため、レンズ前駆体形態及び
過渡レンズ反応性混合物の組み合わせは、レンズ前駆体を構成しない。
【００７０】
　「ボクセル」が本明細書で使用される場合、「ボクセル」又は「化学放射線ボクセル」
は、３次元空間の規則的な格子上の値を示す、体積要素である。ボクセルは、３次元ピク
セルと考えることができるが、しかしながら、ピクセルが２Ｄ画像データを示す一方、ボ
クセルは、第３の次元を含む。更に、ボクセルは、医療及び科学的データの視覚化並びに
分析にしばしば使用される一方、本発明では、ボクセルは、特定の反応性混合物体積に到
達する、ある量の化学放射線の境界を画定し、それによって具体的な反応性混合物体積の
架橋又は重合の速度を制御するために使用される。例として、ボクセルは、本発明では、
化学放射線が、それぞれのボクセルの共通軸次元内の２Ｄ表面に対して垂直に向けられ得
る、２Ｄ鋳型表面に対して等角である単一層内に存在すると見なされる。一実施例として
、具体的な反応性混合物体積は、７６８×７６８ボクセルに従って、架橋又は重合されて
もよい。
【００７１】
　「ボクセルに基づいたレンズ前駆体」が本明細書で使用される場合、「ボクセルに基づ
いたレンズ前駆体」は、レンズ前駆体形態がボクセルに基づいたリソグラフィ技術を使用
することによって形成された、レンズ前駆体を意味する。
【００７２】
　「Ｘゲル」が本明細書で使用される場合、Ｘゲルは、ゲル分画がゼロを超えるようにな
る、架橋可能な反応性混合物の化学変換の程度である。
【００７３】
　装置
　本発明に開示される装置は、本明細書において、概して５つの主要なサブセクションで
提示され、装置の実施形態の第１の記述は、サブセクションレベルで論理的記述に編成さ
れる。これらのサブセクションは、ボクセルに基づいたリソグラフィ光学装置、浸出装置
、安定化及び固定化装置、計測装置、並びに水和装置である。そうは言うものの、また、
サブセクションは、全装置としても機能し、これは、サブセクション実施形態の見地から
熟考されるべきである。
【００７４】
　ボクセルに基づいたリソグラフィ光学装置
　ボクセルに基づいたリソグラフィ光学装置は、レンズ形態及びレンズ前駆体を生成する
ために化学放射線を使用する構成要素である。本発明では、装置は、極めて均一な強度の
放射線をとり、本質的にボクセル単位で、形成光学機器表面にわたる数々の別個の点での
形成光学機器の表面への照射を制御する。この制御は、この構成要素が、特定のボクセル
位置の光路に沿って反応性混合物内で起こる反応の程度を制御できるようにし、最終的に
、そこで反応した材料体積、したがってその上に形成されるレンズ前駆体の形状を決定す
る。
【００７５】
　ボクセルに基づいたリソグラフィ光学装置の主要な構成要素は、図５の例示的な実施形
態に示される。示されるそれぞれの構成要素は、後の項で詳細に記載される。ここでは、
サブセクションの機能の例示的な概説が与えられる。
【００７６】
　ここで、図５を参照すると、この例示的な動作では、形成装置５００は、光源５２０で
機能的に開始することができる。かかる実施形態では、この源５２０で作り出される光は
、画定された帯域内の波長ではあるが、強度及び方向における幾つかの空間的変化を有す
る光として生じる。要素５３０、つまり空間的強度コントローラ又はコリメータは、光を
集光、拡散、及び幾つかの実施形態では平行化して、強度が極めて均一な光のビーム５４
０を生成する。更に、幾つかの実施形態では、ビーム５４０は、それぞれにデジタルのオ
ン又はオフ値を割り当てることができる強度のピクセル要素にビームを分割する、ディジ
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タルミラーデバイスＤＭＤ　５１０に衝突する。実際には、それぞれのピクセルのミラー
は、光を、２つの経路のうちの１つに単に反射する。「オン」経路、つまりアイテム５５
０は、光子を反応性化学媒体に向かって導く経路である。反対に、幾つかの実施形態では
、「オフ」状態は、アイテム５１６及び５１７として示される経路間にある、異なる経路
に沿って反射されている光を含む。この「オフ」経路は、光子を、それに向けられるいか
なる光子も吸収し取り込むように綿密に作られたビームダンプ５１５に衝突するように向
ける。「オン」経路５５０の参照に戻ると、この経路に示される光は、実際には、「オン
」値に設定され、それらのピクセル位置に対応する適切な個々の経路に沿って空間的に向
けられる、潜在的に多くの異なるピクセル値を含む。それらのそれぞれの経路５５０に沿
ったピクセル要素のそれぞれの時間平均強度は、ＤＭＤ　５１０によって画定される空間
的格子にわたり、空間的強度プロファイル５６０として示すことができる。あるいは、そ
れぞれのミラーに衝突する一定の強度で、アイテム５６０は、空間的時間暴露プロファイ
ルを示し得る。
【００７７】
　オン状態の連続するそれぞれのピクセル要素は、それらの経路５５０に沿って向けられ
る光子を有する。幾つかの実施形態では、ビームは、集光要素によって集光されてもよい
。例として、図５の５００は、光路５５０が、それらが本質的に垂直に、形成光学機器５
８０の光学機器表面に衝突するように画像化される、実施形態を示す。ここで、画像化さ
れた光は、形成光学機器５８０を通って、リザーバ５９０内に反応性レンズ混合物を収容
する空間体積へ進む。所与のピクセル位置のこの光の相互作用が、リザーバ５９０内及び
形成光学機器５８０の周囲の体積内にオン状態のボクセル要素を画定する。この体積内の
これらの光子は、吸収され、それを吸収する分子内の化学線による反応を促進し、この概
略周辺内のモノマーの重合状態変化をもたらし得る。
【００７８】
　特定の一実施形態のこの一般的な方法で、ボクセルに基づいたリソグラフィ光学機器が
機能することを理解することができる。これらの要素のそれぞれは、それ自体で、特性及
び本装置の機能モードを説明する実施形態を有する。個々の複雑性を詳細に調べることに
よって、基礎となる発明が更に理解され得る。
【００７９】
　ここで、上述される装置の機能の基本的理解に続き、全システムが全体的に記載される
。幾つかの実施形態では、ボクセルに基づいたリソグラフィシステム全体は、眼科レンズ
を作り出すために使用される。（かかる形成されるレンズの波面の図式表示は、図４に図
示される）。
【００８０】
　幾つかの実施形態では、装置５００の周囲を取り囲む、温度及び湿度を含む周囲環境を
制御することができる。他の実施形態は、実験室環境と一致し、したがって変化させるこ
とができる環境を含むことができる。
【００８１】
　周囲気体環境の性質は、例えば、気体状窒素のパージを使用することによって制御する
ことができる。パージを実施して、酸素分圧を所定のレベルに増加又は減少させることが
できる。また、湿度は、オフィス環境より比較的低いレベル等、比較的所定のレベルに維
持され得る。
【００８２】
　個々の装置構成要素と相互作用することができる振動エネルギーのレベルは、幾つかの
実施形態において制御され得る別の環境パラメータである。幾つかの実施形態では、大き
な塊状支持構造体は、相対低振動環境を画定する。他の実施形態は、能動振動支持体上に
支持されるボクセルに基づいたリソグラフィシステム５００の幾つか又は全てを含み得る
。一般的に考えられる溶液を制限することなく、空気袋支援ピストンは、絶縁されたシス
テムへの振動伝達を大幅に減少させることができることが当該技術分野において周知であ
る。振動絶縁の他の標準的手段もまた、本発明の範囲に従い得る。
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【００８３】
　装置の環境内の微粒子は、生成物レンズ前駆体及びレンズへの組み込みを含む、様々な
種類の望ましくない欠陥モードをもたらし得る。例えば、光学機器経路内で、微粒子は、
１つ又は２つ以上のボクセル要素の実際の強度を変調する、及び又は特定のミラー要素の
機能に影響を与える可能性がある。これらの理由のため、少なくとも、環境内の微粒子状
物質を制御する手段を提供することは、本発明の範囲内である。これを達成するための一
実施形態の一実施例は、装置本体の環境内への高性能微粒子エア（ＨＥＰＡ）フィルター
の組み込み、及び装置の暴露される部分内で層流様式を確立するのに十分なフィルターに
空気を透過させる手段であり得る。そうは言うものの、装置内及びその周囲の微粒子レベ
ルを大いに制限するいかなる実施形態も、本発明の意図される範囲内である。
【００８４】
　本発明に従う光学装置のための詳細な環境支持体の別の態様は、周辺光及びそれを制御
するための方式を含む。幾つかの実施形態では、間接照明は、化学放射線を提供し、した
がって漂遊光子エネルギー源を制限することが賢明である。
【００８５】
　したがって、幾つかの実施形態では、装置５００は、前述される環境要求事項に従う不
透明な材料内に封入することができる。好ましい実施形態は、装置の作動部分が汚染環境
照明に暴露されるのを防止するのに十分であり得る、フィルター処理した光源を装置の環
境内に使用すること採用してもよい。
【００８６】
　ここで、図６を参照し、強調形態６００に示される光源を熟考する。光エネルギーの具
体的な態様は、いずれかのリソグラフィシステムの基本的な態様と見なすことができ、ボ
クセルに基づいたリソグラフィ光学装置を使用する本発明の実施形態では、システムの光
源の性質は、重要であり得る。
【００８７】
　幾つかの実施形態では、光源６２０が狭いスペクトル帯域の光を提供することが望まし
い。例示的な光システム６００の構成要素は、前記狭いスペクトル特性を達成する手段を
提供する。好ましい実施形態では、光源は、環境支持体及び筐体６１０内に存在する、発
光ダイオード６２０を含む。例示的目的で、幾つかの実施形態では、発光ダイオード源６
２０として、Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｌａｂ　Ｉｎｃ．（Ｋｎｏｘｖｉｌｌｅ，Ｔ
Ｎ　ＵＳＡ）からのコントローラを有するモデルＡｃｃｕＣｕｒｅ　ＵＬＭ－２－３６５
光源を挙げることができる。このモデルは、３６５ｎｍ周辺を中心とする狭い帯域の光を
放出し、約９ｎｍの半値全幅ブレスの特性を更に有する。したがって、この市販されてい
る光源構成要素は、更なる装置なしで、既に所望の狭い帯域の光を放出する。また、いず
れかのＬＥＤ又は他の類似特性を有する発光製品が利用されてもよいことが明らかであり
得る。
【００８８】
　別の方法としては、また、例えば、炭素アークランプ又はキセノンランプ６２０等、よ
り広いスペクトルの光源も使用され得る。この別の方法では、広帯域源６２０を利用する
ことができる。光は、環境コンテナ６１０から放出され、光源６２０上に配置されるフィ
ルターホイール６３０を通って進む。フィルターホイール６３０は、異なる動作位置に複
数の異なるフィルター６３１を含むことができ、これらのフィルター６３１は、例えば、
３６５ｎｍを中心とし、類似する１０ｎｍ性能の半値全幅を有する光を透過する帯域通過
フィルターを含み得る。本実施形態では、フィルターホイールは、フィルターホイールを
異なるフィルターへ動かすことができる電動式作動装置６１０によって作動させることが
でき、したがって、例示的なボクセルリソグラフィシステム実施形態５００が、複数の選
択可能な波長で動作できるようにする。
【００８９】
　数々の別の実施形態は、フィルター６３１が、広帯域光源６２０に近接して固定方式で
実装され、適切な実施形態を提供し得るという、非制限的な観点を含む事実を容易に導き
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得ることが明らかであり得る。別の態様では、複数の波長能力は、異なる波長で個々に作
動される環境６１０内に複数のＬＥＤ光源６２０が存在する、別の実施形態から導かれ得
る。
【００９０】
　より一般的に、幾つかの実施形態は、様々な種類のフィルターを有するか、又は有さな
い、例えば、白熱灯、レーザー、発光及び他の類似製品を含む様々な光源を含み得ること
が明白である。更に、幾つかの実施形態では、制御されたスペクトル帯域内の光を放出す
ることが可能であり得る光源を利用することができ、これは、本発明の範囲内である。
【００９１】
　光源６００は、更に、安定、均一、かつ比較的強烈であるという特性を有してもよい。
幾つかの好ましい実施形態では、ＡｃｃｕＣｕｒｅ　ＬＥＤ光源６２０は、強烈な光を出
力し、期間にわたって安定した強度を維持するために、内部監視フィードバックループを
含む。
【００９２】
　光源６２０は、画定されたデューティーサイクルで源をオン及びオフに変調することを
含む、制御された方式で強度を変調するための手段を含むことができる。したがって、総
合期間にわたり、強度制御のこのモードは、選択可能な時間平均強度レベルをもたらす。
あるいは、追加の動作実施形態では、ＬＥＤ源は、非時間依存性レベルの放出される強度
に対して強度の変化が生じる電圧制御動作モードを介して、強度を変調することができる
。
【００９３】
　いずれかの光源構成要素６２０の出力の安定性に関して、光源の環境内の追加の特徴は
、追加の実施形態の定義を含み得る。本態様の実施例は、冷却システムを介する温度制御
手段を含むことができる。他の環境制御は、本発明の意図に従う、異なる実施形態の定義
を含んでもよい。
【００９４】
　異なる態様では、光源装置６００は、強度を変調するための別の実施形態を提供する。
個々の光源６２０は、所与の強度を放出するように動作してもよく、フィルターホイール
６３０は、電動式要素６１０によって、減光フィルター６３１を用いて放出される光を遮
断するように作動されてもよい。したがって、ボクセルリソグラフィシステム５００の残
りの部分に提供される光の強度は、より低い強度に変調される。一般的な観点から、個々
の光フィルター６３１の設計は、数々の自由度を伴い、それ自体で、異なる実施形態態様
を含み得ることが留意され得る。非限定的な実施例として、フィルターは、本体を通る１
つの経路に沿って別の経路より高い強度を確定するように、空間的に画定される方式で、
強度を変調するように設計されてもよい。第２の非限定的な実施例では、フィルターホイ
ールは、ＤＭＤの動作と同期化され、それによってそれぞれのフィルターホイールセグメ
ントの密度値によって確定されるピクセル及び強度を調整できるようにする方式で、強度
を変調するように設計されてもよい。これらの動作モードを組み合わせることによって、
別の実施形態が提供され、また、これまでに記載されたように特性の光強度を制御するい
かなる手段も、本発明の範囲内であることが明白である。
【００９５】
　光源構成要素６２０の実施形態及びその環境に関わらず、フィルターホイール６３０を
含む実施形態は、光学機器システム５００の残りの部分からの照射を完全に遮断するよう
に作用する、フィルター要素６３１を閉じる動作モードの実施形態を可能にすることがで
きる。下流光学機器構成要素の安定性及び寿命を含む、かかる機能を組み込むことの数々
の利点が存在し得る。更に、幾つかの実施形態では、光源構成要素６２０の安定性は、連
続的に動作させる場合に改善され得る。遮断フィルター６３１は、光源６００からの光を
なくす必要がある、動作システムの残りの部分の工程を実施する手段を可能にし得る。フ
ィルターホイール６３０の特定の位置が記載されてきたが、本発明の範囲内の許容可能な
実施形態を含み得る、光学機器経路に沿った、異なる適切な位置が存在し得ることは、当
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業者にとって明白であり得る。
【００９６】
　ボクセルに基づいたリソグラフィ光学装置の追加の構成要素は、均質化及び平行化光学
機器を含む。本装置は、光源５２０の光出力を受け取り、強度がより均一であり、ＤＭＤ
　５１０上に集光される、出力放射線５４０を生成するように設計される。一般化の観点
から、特に、光源が同様の目的の構成要素を有する場合、この構成部品なく、本発明の目
的を達成することが可能であり得る。
【００９７】
　好ましい実施形態が、図７の７００に示される。上述されるように、装置のこのセクシ
ョンの目的は、光源からの光を平行化すること、及びまた、その光を強度に関連して均質
化することの両方である。好ましい実施形態では、ＡｃｃｕＣｕｒｅ　３６５ｎｍ　ＬＥ
Ｄ光源６２０は、その光出力の平行化を実施するために、取り付けられた光学構成要素を
有することが分かる。より一般的な実施形態では、かかる平行化装置は、この平行化及び
均質化構成要素の第１の構成要素を含み得る。好ましい実施形態では、しかしながら、光
源６２０によって十分に平行化されている光は、７００内に進み、一組の約２．５４ｃｍ
（１インチ）の集光光学機器７１０に衝突する。これらの光学機器には、例えば、ＣＶＩ
　Ｌａｓｅｒ，Ｉｎｃ．（Ａｌｂｕｑｕｅｒｑｕｅ，ＮＭ　ＵＳＡ）から入手可能な、容
易に入手できるレンズ構成要素が含まれる。
【００９８】
　これらの２つのレンズ７１０は、源光を光パイプ７２０上に集光する。この構成要素７
２０は、空間的強度における不均一性を平滑化するプロセスにおいて、入力光を均質化す
る中心的な役割を有する。光パイプ７２０は、ＵＶ等級アクリル材料で作製される、六角
形状の光学機器パイプを含む。実施形態の具体的な詳細が記載されてきたが、源光の空間
的均一性を均質化するための光学装置を提供するいかなる別の実施形態も、本発明の範囲
内で予測される解決法を含むことが明白である。
【００９９】
　光パイプ７２０からの均質化された光出力は、この場合も同様に、例えば、ＣＶＩ　Ｌ
ａｓｅｒ　Ｉｎｃ．（Ａｌｂｕｑｕｅｒｑｕｅ，ＮＭ　ＵＳＡ）から入手可能な種類の、
容易に入手できる等級の光学機器要素７３０によって集光される。集光された光は、開口
絞り７４０を通って、一組の約５．１ｃｍ（２インチ）の集光要素７５０に進む。この場
合も同様に、これらの集光要素は、例として、Ｔｈｏｒｌａｂｓ　Ｉｎｃ．（Ｎｅｗｔｏ
ｎ　ＮＪ　ＵＳＡ）から入手可能であり得る、標準的な容易に入手できる等級の光学機器
である。ここで、集光光学機器７５０の目的は、光を、ディジタルミラーデバイス（ＤＭ
Ｄ）５１０における光焦点位置に向けることである。これは、ボクセルに基づいたリソグ
ラフィシステムの照明セクション内の光路で完了する。所望の中心波長及びスペクトル帯
域幅の強烈かつ均一な光でＤＭＤ　５１０を照射することにおける同様の目的を達成する
ために、コリメータ及びホモジナイザー構成要素の態様を変更し得る、数々の実施形態が
存在し得、これは、本発明の範囲内である。
【０１００】
　好ましい実施形態では、照明システムアイテム５２０及び５３０は、Ｔｅｘａｓ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔｓのＤｉｇｉｔａｌ　Ｍｉｒｒｏｒ　Ｄｅｖｉｃｅ　５１０を含む能動
要素上及びその周囲だけに光（図８の８００で８２０として識別される）を付与する。好
ましい実施形態で使用されるＤＭＤは、ＤＬｉ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｉｎｎｏ
ｖａｔｉｏｎｓ、Ａｕｓｔｉｎ　Ｔｅｘａｓ，ＵＳＡ）から入手可能なＤＭＤ　Ｄｅｖｅ
ｌｏｐｅｒ　Ｋｉｔ：ＤＭＤ　Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　３０００を用いて入手された。キッ
トは、対角線１．８ｃｍ（０．７インチ）、任意選択のＵＶ透過窓を有するＴｅｘａｓ　
Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ＤＬＰ（商標）ＸＧＡ　ＤＭＤチップ（７６８×１０２４個の
ミラー）を有する、Ａ　ＤＬｉ　ＤＭＤ　Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ　３０００ボードを含む。
また、コンピュータからＤ３０００へのリンクとしての機能を果たすために、Ｄ３０００
ボードと一緒になったＡＬＰ－３高速光処理ボードが含まれる。これらの構成要素は、共
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に、ボクセルに基づいたリソグラフィシステムのこの好ましい実施形態の、画像化システ
ム構成要素の図８の８００の８１０を含む。ＴＩ　ＤＬＰ（商標）ＸＧＡ　ＤＭＤの詳細
な説明は、ＤＭＤ　Ｄｉｓｃｏｖｅｒｙ（商標）３０００　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｃｏｎｔｒ
ｏｌｌｅｒ（ＤＤＣ３０００）Ｓｔａｒｔｅｒ　Ｋｉｔ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｒｅｆｅ
ｒｅｎｃｅ　Ｍａｎｕａｌとして、ＴＩから入手され得る。
【０１０１】
　ＤＭＤデバイス８１０は、照明システムから出る光の強度の空間的変調を提供するよう
に機能することができる。Ｔｅｘａｓ　ＩｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓからのＤＭＤは、デバイ
スの活性領域の空間的格子内に単一アドレス可能位置を構成するマイクロミラー構成要素
から光を反射することによって、デジタル方式でこの機能を実施する。したがって、ＤＭ
Ｄ　８１０から反射され、画像化システム８００を更に下る光の強度は、それ自体は、変
化せず、しかしながら、ミラーのデューティーサイクルをオン状態又はオフ状態に制御す
ることによって、単一ピクセル位置から反射される時間平均強度を修正することができる
。
【０１０２】
　他の実施形態では、放射線をボクセル単位で制御するために、独国のＦｒａｕｎｈｏｆ
ｅｒ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔ　Ｐｈｏｔｏｎｉｓｃｈｅ　Ｍｉｃｒｏｓｙｓｔｅｍｅから入手
可能なもの等の空間光変調器（ＳＬＭ）を使用することができ、これは、強度の空間的変
調機能８１０を含むことができる。ＳＬＭのミラーのような表面は、実際に、それぞれの
ミラーが、集積回路内にそれ自体の記憶セルを有する、複数の（すなわち、数千の）極め
て小さな移動可能なミラーで構成されてもよい。所望の強度プロファイルの画像がＳＬＭ
に送信される際、個々のミラーは、屈曲されるか、又は平らなままである（マイクロミラ
ーを回転又は傾斜させるＴＩ　ＤＭＤとは異なる）。屈曲したミラーから反射される光は
、化学線に対して反応性の化学物質混合物を通過又は暴露しないように、散乱される。
【０１０３】
　ここで、再び図８を参照すると、上述されるように、能動画像化要素ＤＭＤ　８１０は
、デジタル方式で光を処理し、２つの方向のうちの１つに反射する。オフ状態では、光の
反射の経路は、化学線に対して反応性の化学物質混合物の位置を決して向かないことが意
図される。確実にするために、外れる方向に向けられる光は、決してこの経路を向かず、
画像化システム８００の一部は、光ダンプ８３０を含むことができる。このダンプには、
その上へのいかなる入射光も大幅に吸収し、ダンプ自体の更に深くへのみ反射する、吸収
性の高い表面が含まれる。好ましい実施形態では、非限定的な実施例として、これらの表
面は、Ｈｏｙａ　Ｉｎｃ．（日本東京）から入手することができる、吸収性ＮＤガラスシ
ートを含む。
【０１０４】
　「オン」位置にあるミラー要素から反射される光は、異なる経路をとり、集光要素８４
０に向かう。他の光学機器と同様に、これらの約２．５４ｃｍ（１インチ）の集光レンズ
は、例えば、Ｔｈｏｒｌａｂｓ　Ｉｎｃ．（Ｎｅｗｔｏｎ　ＮＪ　ＵＳＡ）から入手可能
であり得る既成の構成要素である。これらの集光レンズ８４０は、反応性モノマー混合物
の光反応が生じる形成光学機器上への物体としてのＤＭＤ　８１０から発する「オン」状
態の光を集光する。
【０１０５】
　幾つかの実施形態では、光学機器経路の状態を、生成されるレンズの結果から推測する
より、直接画像化及び監視する手段を提供することが望ましい。ボクセルに基づいたリソ
グラフィ光学装置の好ましい実施形態では、この直接監視のための対策が提供される。形
成光学機器５８０上に集光され得る光は、ビーム経路内へ、又はその外へ切り替えること
ができるミラー８５０によって遮られる。そのように向けられる光は、次いで光検出画像
化装置８６０上に入射する。
【０１０６】
　ここで、図９へ続くと、形成装置９００の構成要素は、ビームを反応性混合物の最終的
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な目標領域に衝突させる。上述されるように、幾つかの実施形態では、この光は、形成光
学機器９３０自体の表面に対して垂直配向に集光されている。９００に図示される実施形
態では、光は、形成光学機器９３０の表面にほぼ垂直に衝突し得る。別の実施形態では、
レンズは、前記レンズの形成光学機器９３０に対する的確な配向を維持し得る、９２１と
して示される保定リング又は他の締結デバイスを介して、適切な位置に保持することがで
きる。広義の観点から、本発明は、光が光学表面９３０にわたるボクセル単位を通る経路
に関連する数々の実施形態を含むことに留意されたい。
【０１０７】
　図９を続けると、リザーバ及び形成光学機器の光ビームに対する相対配向は重要である
ため、幾つかの実施形態では、アイテムの相互作用、つまり形成光学機器保定部材９７０
と反応性モノマー混合物９５０を収容するリザーバとの相互作用によって示されるように
、それらの相互連結位置の機構が画定されてもよい。また、これらの２つの部材間の整合
は、リザーバ９５０を形成光学機器表面９３０の中心に置くための正の制御も提供する。
また、位置制御は、幾つかの実施形態では、離間リング９５１の機能を用いて向上され得
る。同様に、この離間は、リザーバ９５０に添加され得る反応性モノマー混合物体積を制
御する。
【０１０８】
　また、図９は、反応性モノマー混合物の近隣の周囲気体の制御に関連する追加の実施形
態態様を示す。幾つかの実施形態では、酸素の存在は、モノマーの光化学を修正し、光生
成フリーラジカルのスカベンジャとしての役割を果たす可能性があるため、幾つかの実施
形態では、リザーバ９５０を取り囲む気体から排除する必要がある。これは、図９の９０
０では、収容容器９９０によって達成される。窒素等の不活性気体を９６０を通して流す
ことによって、酸素は、環境から排除され得る。更に別の実施形態では、酸素レベルは、
収容容器９９０を通って流れる気体９６０内のその希釈物を制御することによって、ある
レベルに維持され得る。気体質量流コントローラを使用することによって気体９６０内の
酸素の一定の希釈物レベルを達成する標準的手段は、周知の技術であり、本発明の趣旨内
の実施形態を含む。
【０１０９】
　反応性混合物を収容するリザーバ９５０は、適切な体積の前記反応性混合物の充填され
なければならない。幾つかの実施形態では、この充填は、形成光学機器９３０がリザーバ
９５０に関連して配置される前に実施され得る。他の実施形態では、形成光学機器９３０
及びリザーバ９５０は、収容容器９９０の内部に定置され、気体流９６０によるパージが
行われてもよい。また、使用前の反応性混合物の濾過が採用されてもよい。その後、反応
性混合物体積９４５は、リザーバ９５０に定量的に充填されてもよい。
【０１１０】
　手での充填、自動手段による定量的な流体移送、又はレベル検出器がリザーバ９５０内
の反応性混合物９４５の適切なレベルを測定するまでの充填を含む、反応性混合物９４５
を移送するための数々の手段が存在し得る。一般的な観点から、適切な量の反応性混合物
９４５を移送するための数々の実施形態が実用的であり得、かかる技術は、十分に本発明
の範囲内であることが当業者にとって明らかであり得る。
【０１１１】
　光処理工程において酸素のレベルが決定的に重要である実施形態では、酸素は、溶存種
として反応性モノマー混合物９４５内に存在し得ることが明白であり得る。かかる実施形
態では、反応性モノマー混合物９４５内の酸素濃度を確立するための手段が必要となる。
この機能を達成するための幾つかの実施形態は、混合物をパージ気体９６０が通って流れ
る気体環境中に滞留させることを含む。別の実施形態は、モノマー混合物の供給物中の溶
存気体を真空パージすることと、混合物の分注中に、分注される液体と気体との膜交換に
よって所望の量の酸素を再構成することと、を含み得る。本発明の範囲内で、適切な濃度
の必要とされる溶存気体を確立するためのいかなる手段も許容可能であることが明白であ
る。更に、より一般的な意味で、他の材料は、溶存酸素の存在下又は不在下で、適切な阻
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害物質としての役割を果たし得る。更により一般的な観点から、阻害物質の適切なレベル
を確立し、維持するための装置を含む実施形態は、本発明の範囲内であると予測される。
【０１１２】
　ここで、再び図１０を参照すると、形成光学機器並びにその保持及び位置決め装置１０
００の例示的な形状が図示される。形成光学機器を保持する構造体は、平らなガラスディ
スク１０４０を含むことができる。形成光学機器は、光学的に整合性のある接着剤１０２
０の手段によって、ディスクと形成光学機器との間を確実に整合させるためのアセンブリ
治具を使用して、位置決め及び締結することができる。ディスクの平らな表面は、垂直方
向の正の配向を提供し、一方、位置決めノッチ１０３０及び図示されない他の平らな表面
は、放射状及び水平配位置御を可能にすることができる。
【０１１３】
　ここで、図１１を参照すると、ディスク１０００は、リザーバシステム１１００と係合
する。平らな表面は、３つの係合表面１１３０上にある。幾つかの実施形態は、アイテム
１０３０にしっかりと係合し、位置決めする、バネ仕掛けの位置決めピン１１２０を更に
含んでもよい。２つの静止位置決めピン（図示せず）は、形成光学機器アセンブリ上の２
つの他の平らな表面を嵌合し、組み合わせは、全ての自由度で、形成光学機器アセンブリ
を運動学的に位置決めするように作用し、したがって形成光学機器を光学光路内に位置決
めする、繰り返し可能かつ安定した手段を確実なものにする。また、幾つかの実施形態で
は、反応性モノマー１１１０を収容するためのリザーバも含むことができる。より一般的
な観点から、当業者にとって明らかであり得る、形成光学機器を中心に置くため、かかる
光学機器を反応性混合物を収容するリザーバに隣接して位置決めするため、及び１つ又は
２つ以上のかかる機能を周囲制御環境内に位置決めするための方法の本明細書に開示され
る本発明技術に従う、数々の実施形態が存在し得る。
【０１１４】
　形成光学機器１０１０は、所望のスペクトルの化学放射線に対して、少なくとも部分的
に透過性である。したがって、様々な実施形態では、形成光学機器１０１０は、例として
、石英、プラスチック、ガラス、又は使用されるＲＭＭを硬化させるように動作可能であ
る光波長に対して透過性である他の材料の１つ又は２つ以上を含み得る。形成光学機器１
０１０の形状は、形成光学機器１０１０を通過する形成化学放射線から生じる重合を介し
て表面１０１１に沿って形成される、レンズ又はレンズ前駆体に付与される特性を有する
、表面１０１１のうちの１つを含むことが更に留意され得る。数々の形状実施形態は、本
明細書の本発明技術を含み得る。
【０１１５】
　形成光学機器１０１０の設計及び特性に採用され得る様々な実施形態内で、前記部品の
個々の実施例は、例えば、その在庫材料、製造、使用履歴、及び／又は他の原因に関連す
る、固有の態様を有し得る。これらの態様は、ボクセルリソグラフィシステム５００の全
体機能と相互作用して、又はせずに、目的とする最終生成物を達成するために必要とされ
る、ボクセル単位強度プロファイルの固有の光学的オフセット値を生成する。したがって
、幾つかの実施形態は、形成光学機器１０１０を調整し、それらを維持し、それらを追跡
するための手段を採用し得る。例示的な理由から、一実施形態は、形成光学機器部品１０
４０の平らな表面上の識別マークを機械可読フォーマットに符号化するためのものであっ
てもよい。追加の実施形態は、機械可読性のために、例えば、前記識別マークと共に取り
付けられた無線周波数識別デバイスを含むことができる。本発明の意図を含み得る、個々
の形成光学機器部品１０４０を識別するための数々の他の実施形態が存在し得る。
【０１１６】
　ボクセルに基づいたリソグラフィ光学器具５００の産出生成物は、数々の実施形態を含
み得る。一実施形態では、９００に示されるように、反応性生成物９４０は、形成光学機
器９３０の表面上に形成されるが、残留反応性化学物質混合物９４５内に依然として存在
する。反応性生成物９４０と共に形成光学機器９３０を化学物質混合物９４５から引き離
す行為は、装置の追加の実施形態を含み得る。幾つかのかかる実施形態では、形成光学機
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器９３０及び接着する反応性生成物９４０は、例えば、ロボット自動化の行為の下、化学
物質混合物９４５から外へ持ち上げられてもよい。
【０１１７】
　幾つかの実施形態では、記載されるプロセスによってもたらされる製造物品は、レンズ
前駆体と称される実体であり得る。レンズ前駆体は、形成を受けて形成光学機器に接着す
ることができる。略図１７００には、レンズ前駆体が接着され得る基材又は形成光学機器
なしに、前躯体に含まれ得るものが示される。しかしながら、この概略表示は、レンズ前
駆体の主要な特徴を図示する。反応性生成物は、ここで、１７４０で識別される、レンズ
前駆体形態と称される固体成分を有する。本実施形態では、付着した面（形成光学機器が
図示されていない）は、光学表面と共に１７５０として示される。ここで、レンズ前駆体
形態１７４０は、ボクセルに基づいたリソグラフィシステム５００の動作によって画定さ
れた表面１７３０を有する。流動性レンズ反応性混合物１７４５が表面１７３０に接着さ
れる。かかる実施形態では、媒体１７４５は、依然として、形成光学機器上に残存し、そ
れらは、本明細書に記載されるもの等の追加の処理に暴さらされ得る。
【０１１８】
　流動性材料除去装置
　幾つかの実施形態では、前述されるボクセルに基づいたリソグラフィ光学システム５０
０によって生成されたレンズ前駆体１７００は、新規実体を画定する。流動性材料除去装
置（浸出装置と称される場合もある）は、レンズ前駆体１７００上で作用することができ
る一組の装置であり、以下に詳細に記載される。
【０１１９】
　ここで、図１２の１２００を参照すると、流動性化学物質除去装置の実施形態の幾つか
の態様の略図が示される。ここで、形成光学機器１２５０に取り付けられ、整合プレート
１２６０がそれに取り付けられた、レンズ前駆体が示される。組み合わせは、レンズ前駆
体の表面が下方を向く実施形態として示される。流動性レンズ反応性混合物１２４０は、
重力を含む様々な力の下で移動する。浸出毛管１２１０は、流動性レンズ反応性混合物１
２４０に近接して、レンズ表面に沿った低点に溜まった流動性化学物質の周囲及びその中
に配置される。好ましい実施形態では、浸出毛管は、ＳａｆｅｃｒｉｔのモデルＨＰ８Ｕ
Ｕｎｔｒｅａｔｅｄ　Ｐｌａｓｔｉｃ　Ｍｉｃｒｏｈｅｍａｔｏｃｒｉｔ管から作製され
たポリマー浸出モデルを含んでもよい。別の実施例として、また、毛管は、ガラス、金属
、又は流動性化学物質除去の物理及び化学／材料要求に従う他の材料を含んでもよい。
【０１２０】
　流動性化学物質１２４０は、毛管１２１０に引き出され、レンズ前駆体から引き出され
る体積１２４１を形成する。一実施形態では、プロセスは、何度も繰り返され得る。処理
後、レンズ前駆体１２００は、レンズ前駆体形態１７５０に接着する、減少した量の流動
性レンズ反応性混合物と共に残存する。
【０１２１】
　流動性レンズ反応性混合物の様々な態様は、例えば、流動性レンズ反応性混合物内の粘
度がより低い構成要素が分離及び除去され得ることを含む、この処理によって影響され得
る。化学物質除去プロセスが実施され得る方法に関する、多くの異なる任意選択の実施形
態が存在し、全てが本発明の範囲に従うことは当業者にとって明白である。
【０１２２】
　広くは、任意選択の実施形態は、化学物質を表面から引き出すための数々の物理的設計
を含み得る。異なる実施形態の一実施例は、流動性レンズ反応性混合物１２４０を引き出
すことを助長するために、真空システム構成要素１２２０を作動させることであり得る。
非限定的な実施例として、別の実施形態には、形成光学機器表面１２５０の形状を模倣す
る、それらの点に配置される、毛管装置１２１０の重複する複製物が含まれ得る。更に、
化学物質除去は、一実施例として、スポンジのような高表面積材料、又は高表面積を有す
るナノスケール材料を用いて実施することができる。前述される概念を再記述すると、別
の実施形態は、形成光学機器９３０上のレンズ前駆体を反応性混合物９４５から引き抜く
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速度を制御することを含んでもよい。本実施形態では、表面張力は、毛管浸出工程との類
似性を有し、レンズ前駆体がもたらされる際の流動性レンズ反応性混合物１７１０の残存
量の減少をもたらす、化学物質除去の形態を含み得る。一般的な観点から、流動性レンズ
反応性混合物１２４０の一部を除去する機能を実施することができる装置の数々の実施形
態は、本発明の範囲内の技術を含む。
【０１２３】
　好ましい実施形態では、真空システム構成要素１２２０は、上記画定した機能とは別の
機能を有する。複数のレンズ前駆体の処理では、化学物質除去装置１２００は、何度も化
学物質除去を実施する。真空システム構成要素１２２０は、毛管装置１２１０を洗浄する
ため、及び空にするために使用され得る。異なる実施形態は、真空システム構成要素１２
２０と併せて、毛管装置１２１０を通って流れるクレンジング溶媒を含んでもよい。
【０１２４】
　概して、図１２に示される実施形態１２００は、化学物質除去システムがどのように機
能することができるかを図示し、これは、関連する構成要素の詳細及び拡大図に焦点を当
てる。比較して、図１３は、好ましい実施形態に採用される器具及び幾つかの代替物の両
方の説明を助けるために、化学物質除去システム１３００実施形態の幾つかの実施形態の
より全体的な図を示す。図１３の１３００は、毛管除去構成要素１３０５と、形成光学機
器上に実装されたレンズ前駆体と、直下を向くレンズ前駆体を有する、類似する構成の形
成光学機器プレート１３０６と、を含む。
【０１２５】
　ここで、再び図１３を参照すると、浸出毛管１３０６の定置は、別の実施形態では、形
成光学機器レンズ前駆体１３０５の中心、つまり中心点から外れた位置に位置決めされ得
ることが明白であり得る。アイテム１３３０は、毛管の形成光学機器に対する中央整合を
オフセットするために調節が行われる、ｘｙ換算表の単一次元を示す。例として、１３３
０は、好ましい実施形態の手動バーニア調節形態で示される。しかしながら、調節は、例
えば、ステッピングモータを含む自動化によって実施されてもよく、より一般的に、ＸＹ
換算表の位置での自動化器具の様々なレベルの精度向上が本発明内であると予測され得る
ことが、当業者にとって明らかであり得る。より一般化し、かつ以下の記述を簡略化する
ために、装置のいずれの移動能力も、考えられる実施形態と同様の自由度を有し得ると考
えられ得る。
【０１２６】
　アイテム１３２０、つまり形成光学機器保持装置は、形成光学機器を所望の安定した位
置に柔軟に保持するための装置を含む。本実施形態では、前述において１０００として示
される形成光学機器部品は、ボクセルに基づいたリソグラフィ装置５００内に位置決めさ
れる際と類似する位置スキームを採用し得る。別の実施形態は、形成光学機器保持装置１
０００を自動化手段の下で移動できるようにし得る。形成光学機器を保持し、それを流動
性化学物質除去装置内の適切な位置に固定する方式の数々の代替方法が、本発明に従う態
様を含むことは明白である。
【０１２７】
　これまでの記述は、概して、形成光学機器の軸が、水平面に対して垂直であり、重力の
方向となるように位置決めされる実施形態を示してきた。別の実施形態は、この垂直配向
を中心にある角度で軸を回転できるようにし得る。アイテム１３５０は、形成光学機器軸
と重力がなす角度を変化させるための調節手段を含む。かかる変化の基本的な効果は、レ
ンズ前駆体上の流動性物質１７１０が形成光学機器の中心から外れた位置に溜まる傾向と
なることである。幾つかの実施形態では、中心から外れた位置に流動性媒体を引き出す利
点が存在し得る。
【０１２８】
　図１３に示される多数のアイテムは、毛管浸出装置１３０６のレンズ前駆体上の流動性
媒体に対する垂直方式の位置に関連する。例えば１３４０は、垂直軸に沿って浸出毛管１
３０６に取り付けられたステージを移動させることによって、この次元の総調節又は粗調
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節することを含み得る。更に、１３４５は、同一の移動可能性における微細レベルの調節
を含む。同一の軸に沿って、形成光学機器実装ステージ１３１０を毛管浸出装置１３０６
に対して調節することが同等に可能である。アイテム１３７０は、この目的のための微調
節装置を含む。
【０１２９】
　浸出毛管を異なる配向に移動するために、１３６０は、回転運動デバイスを含む。例え
ば、かかる実施形態は、浸出デバイス１３０６を簡単かつ自動で交換する能力を可能にし
得る。
【０１３０】
　記述されるように、流動性化学物質除去装置１３００の様々な構成要素間での移動を自
動化することに関連する、数々の実施形態が存在し得る。更に、しかしながら、別の実施
形態が、化学物質を除去するプロセスを制御するための光学測定を含むことは、完全に本
発明の範囲内である。かかる監視のための更に別の実施形態は、例えば、様々な種類の液
体レベルセンサを含み得る。一般的に言えば、流動性化学物質混合物の一部を固体支持体
から制御可能に除去するプロセスが、数々の検知及び計測装置を必要とし得ることは、当
業者にとって明らかであり得る。
【０１３１】
　これまでに記載されてきた流動性レンズ反応性化学物質を除去するための装置に関連す
る実施形態の趣旨は、化学物質１７１０の一部をレンズ前駆体形態１７３０の表面から除
去する方法及び装置を含む。化学洗浄工程が、より激しい任意選択の洗浄を用いる実施形
態を含み得ることは当業者にとって明白であり得る。業界標準クレンジング技術を使用す
ることによって、流動性レンズ反応性化学物質１７１０は、部分的に、又はほぼ完全に除
去され得る。明らかに、かかるクレンジング作用を有する装置は、レンズ前駆体１７００
を異なる形態に変換し得る。しかしながら、幾つかの実施形態では、例えば、堆積、噴射
、インクジェット、又は浸出等を介して、反応性混合物をレンズ前駆体形態の表面１７３
０上に再び適用することによって、前記クレンジング技術後にレンズ前駆体を再構成する
ことが可能であり得る。
【０１３２】
　化学物質除去の他の実施形態は、レンズ前駆体形態１７４０外部の器具を使用しない場
合がある。あるいは、レンズ前駆体形態１７４０の形状は、数々の実施形態によって画定
され得るため、レンズ前駆体形態１７４０の特定の位置に、局所的凹部又はチャネル（図
４の４００のアイテム４４０は、かかる特徴の幾つかの例示的な実施形態を含み、本明細
書の他の項でより詳細に記載される）を含み得る、レンズ前駆体形態の設計が存在する。
流動性レンズ反応性混合物１７１０をチャネルに誘導することによって、レンズ前駆体形
態１７４０「上」の流動性レンズ反応性混合物１７１０の量の減少が得られる場合があり
、これは、化学物質除去の前記別の実施形態を含み得る。広くは、この種類の実施形態で
は、本方式で機能するための局所レリーフ特徴の実際の形状は様々であり得、自由形成表
面に作り出されてもよいことが明白であり得る。
【０１３３】
　安定化及び固定化装置
　レンズ前駆体１７００は、眼科レンズのカスタマイズされた形成のための装置の追加の
実施形態の原理を含む。一実施形態の描写に層１７１０として示される、レンズ前駆体の
流動性層は、光学品質眼科レンズ表面を形成するための新規方式を提供する。レンズ前駆
体が直立状態で定置される際、流動性媒体は、経時的に移動し得る。例えば、時間の長さ
等の特定の条件下で、流動性層は、安定した実体を達成するために、重力及び表面力の両
方の下で拡散し得る。安定化した流動性レンズ反応性混合物１７１０の表面は、１７２０
で示すことができる。特定の実施形態の下で、結果として生じる表面１７２０は、レンズ
前駆体形態１７４０の表面１７３０と比較して、光学的に優れた表面を含み得る。数々の
装置が、流動性レンズ反応性混合物１７１０を安定化する機能的能力を提供し得る。
【０１３４】
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　ここで、図１４に進むと、好ましい実施形態の安定化装置１４００が示される。一態様
は、流れシステムを、移動又は振動エネルギーから絶縁できるようにする。これは、１４
００において構成要素１４５０を用いて達成される。比較的大きなテーブル１４５０を、
振動絶縁システム１４４０上に支持することができる。かかる実施形態において、重力も
また採用される際、大きなテーブル１４５０は、水平な平らな表面を有することが望まし
い場合がある。レンズ前駆体１４１０は、保持装置１４５１を用いて取り付けられ得る形
成光学機器ホルダ１４３０に取り付けることができる。幾つかの実施形態では、流動性媒
体の最小時間を制御して、比較的安定した状態を達成するために、自動化タイミング器具
が使用され得る。
【０１３５】
　幾つかの実施形態では、安定化に使用される装置は、レンズ前駆体１７００を形成され
た眼科レンズに固定するために、レンズ前駆体を化学線照射工程に暴露できるようにする
、取り付けられた構成要素を含む。幾つかの実施形態では、固定化放射線は、流動性レン
ズ反応性混合物１７１０内でのみ光化学反応が起こるようにする。別の実施形態では、例
えば、レンズ前駆体形態１７４０等のレンズ前駆体の他の部分は、固定化放射線下で、１
つ又は２つ以上の化学変化を起こし得る。レンズ前駆体を構成する材料の性質に基づく変
形を構成する他の実施形態は、本発明の下で整合性のあるものとして、専門家にとって明
らかであり得る。
【０１３６】
　１４００では、固定化放射線源は、１４６０で識別される。例として、ボクセルリソグ
ラフィ光学システム５２０の文脈で前述されるものと類似する光源が採用されてもよい。
例えば、幾つかの実施形態では、Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｌｉｇｈｔ　Ｌａｂ　Ｉｎｃ．（Ｋｎ
ｏｘｖｉｌｌｅ，ＴＮ　ＵＳＡ）のコントローラを有するＡｃｃｕＣｕｒｅ　ＵＬＭ－２
－４２０光源１４６０は、固定化放射線１４６１の許容可能な源を構成してもよい。安定
化のために適切なパラメータが実施された後、固定化光源１４６０のコントローラは、レ
ンズ前駆体及び周囲を固定化放射線１４６１に暴露し、一実施形態の眼科レンズを形成す
る、オン位置に切り替えられる。一般的な観点から、レンズ前駆体形態１７３０表面にわ
たる流動性レンズ反応性混合物を安定化ないしは別の方法で移動させ、次いで幾つかの方
式で固定化放射線で照射することに関連する数々の実施形態が存在し得る。
【０１３７】
　例として、固定化装置内で処理するための幾つかの別の実施形態は、流動性材料がウォ
ッシングシステムで洗い落とされている場合がある、レンズ前駆体形態を含み得る。固定
形態のこのレンズ前駆体形態が、それ自体で特定の特性のレンズを含み得るため、安定化
装置自体を必要としない方式で固定化装置を使用することを伴う実施形態を予測すること
は、本発明の範囲内である。より一般的な意味で、本発明は、固定化装置が、流動性材料
を固定される表面上に事前に流す必要のない材料を固定し得る、材料及び形態の数々の実
施形態を予測し得る。例として、ボクセルに基づいたリソグラフィ光学システムを用いて
形成され、流動性レンズ反応性混合物１７１０が洗い落とされたレンズ前駆体形態は、依
然として、固定化装置がレンズ前駆体をレンズに固定することができる実施形態を含み得
る。
【０１３８】
　一組の実施形態は、流動性レンズ反応性混合物１７１０を移動させるための別の方式を
含む。例として、幾つかの実施形態では、流動性レンズ反応性混合物１７１０を含むレン
ズ前駆体表面を撹拌することによって、流動性レンズ反応性混合物１７１０の移動が可能
となり得る。更に、例えば、幾つかの実施形態では、フィルム処理において一般的なスピ
ンコーティング方式で、レンズ前駆体を、中心軸を中心にスピンさせることが望ましい場
合がある。
【０１３９】
　更に他の実施形態は、レンズ前駆体１４１０を、制御された方式で特定の距離にわたり
降下させることによって、流動性レンズ反応性混合物１７１０が受ける重力を最小化する
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ことを含み得る。追加の実施形態は、上にレンズ前駆体１４１０、形成光学機器１４２０
、及びホルダ１４３０が置かれる表面１４５０のレベルを変化させることによって、重力
の影響を変えてもよい。異なる表面レベルによって、中心光学機器域内の流動性レンズ反
応性混合物１７１０への力が変化し、移動を生じ得る。
【０１４０】
　別の態様では、幾つかの実施形態は、流動性レンズ反応性混合物１７１０の化学又は物
理変化を含み得る。例として、別の実施形態は、その流動性の性質を変化させる方式で、
流動性反応性化学物質の中及び周囲への溶媒材料の導入を含み得る。更に、前記添加材料
は、レンズ前駆体系１７００内の構成要素の表面エネルギー特性に影響を与え得る。流動
性反応性化学物質１７１０の特性は、固定化とは異なる方式で流動性の性質を変化させる
ために、固定化照射（fixing irradiation）１４６１を使用することによって、部分的に
変化されてもよい。流動性化学物質系の特性を変化させることに関連する、一般的な性質
の数々の別の実施形態は、本発明の本質によって予測され得る。
【０１４１】
　著しく基本的なレベルで、反応性化学物質混合物９４５の性質は、異なる結果をもたら
すことができるように、装置の様々な実施形態と相互作用し得る。安定化及び固定化装置
１４００の性質、及び反応性化学物質混合物内の基本的な化学成分を変化させることに由
来する実施形態の変形は、本発明の範囲内の実施形態を含むことが明白である。例として
、これは、例えば、固定化放射線に採用される波長の変化を含むことができ、固定化放射
線の前記波長における柔軟性を有する装置の実施形態を導入してもよい。
【０１４２】
　レンズ前駆体の材料が形成されたレンズの一部を含み得る際、安定化及び固定化装置内
及びその周囲の環境制御は、重要な実施形態の態様を含み得ることが、当業者にとって明
らかであり得る。例えば、例えばＨＥＰＡフィルター処理した空気流を用いる、微粒子状
物質の制御は、環境制御の一実施形態を含み得る。流動性媒体は、依然として化学放射線
に対して感受性があるため、環境に入る漂遊光の制御は、追加の任意選択の実施形態を含
む。同様に、湿度及び他の気体汚染物質は、レンズの品質に影響を与え得、これらの環境
条件の制御は、別の実施形態を含み得る。当業者にとって明白であり得る環境制御の数々
の態様は、本発明の範囲内の技術を含む。
【０１４３】
　安定化及び固定化装置を用いて幾つかの実施形態のレンズ前駆体を処理することからの
生成物は、眼科レンズと類似するか、又はその形態のデバイスを含み得る。多くの点で、
この材料は、最終的な水和眼科レンズに直接関連する特性を有する。しかしながら、多く
の実施形態は、レンズ安定化及び固定化の後、実体物を生成し、これは、依然として形成
光学機器及びホルダ１４３０上にあり、非水和形態の実体に、様々な形態の計測が実施さ
れ得る。
【０１４４】
　計測装置
　図１５へ続くと、光学及び材料特性を測定することができる計測装置の実施形態の描写
が示される。計測は、前述の固定化装置１４００を用いる処理の後にもたらされ得る「乾
燥」レンズと、水和レンズとの両方に可能であり得ることが明らかであり得る。しかしな
がら、本実施形態は、好ましくは、依然として形成光学機器に取り付けられたままである
、乾燥レンズの計測に焦点を当てる。図１５を参照すると、乾燥レンズ１５２０は、依然
として、形成光学機器１５３０及びその適切な保持構成要素１５４０に取り付けられたま
まである。一実施例では、この保持構成要素１５４０は、共に、レンズの中心軸を中心と
する制御された回転運動を可能にする、一対のマウント１５５０及び１５６０に取り付け
られる。
【０１４５】
　幾つかの実施形態では、Ｋｅｙｅｎｃｅ（日本大阪）によって製造されるモデルＬＴ－
９０３０等のレーザー変位センサ１５１０からのレーザー光１５１５の、レンズ試料１５
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２０の表面との相互作用は、試料１５２０、形成光学機器１５３０、及び保持クランプ１
５４０が軸方向に回転する際に生じる。回転サーボモータ１５７０は、上に試料アセンブ
リが置かれる回転軸受運動ステージを駆動する。回転の安定性のために、レンズ試料アセ
ンブリの質量の中心は、幾つかの実施形態では、可能な限り中心点の近くに設定される。
ステージが回転する際、レーザー変位センサ１５１０は、レンズ１５２０の表面の軸リン
グに沿った複数の点の変位を測定する。ステージが１回転した後、変位センサ１５１０は
、方位角方向に移動される。それぞれの移動は、レンズの表面の周囲に新たな円形輪郭を
作り出す。本実施形態のプロセスは、レンズ表面全体の輪郭が描かれるまで繰り返される
。レンズ試料１５２０のない特定の形成光学機器１５３０を測定することによって、形成
光学機器の表面位置は、同等の球状表記形式で取得され得る。この結果を光学機器上にレ
ンズがある結果から減算することによって、レンズ生成物の厚さマッピングがもたらされ
る。この場合もやはり、取り付けられたＲＦＩＤを介するか、又は幾つかの他の手段によ
る電子フォーマットの形成光学機器の一意的識別は、装置の別の実施形態の形態を含んで
もよい。
【０１４６】
　この種類の幾つかの実施形態では、試料表面１５２０のセンサ１５１０に対する自由振
動変位は、システムによって得られる変位測定値に重大な誤差を含む場合がある。そのた
め、振動減衰及び絶縁が含まれてもよい。したがって、幾つかの実施形態では、振動効果
を最小限にするために、振動絶縁マウント１５９０上に置かれる大きな支持テーブル１５
８０を利用することができる。幾つかの実施形態は、他のものほど振動ノイズに対して感
受性はない場合もあるが、しかしながら、一般的に言えば、検出器及び試料位置決め装置
の様々な形態の周囲の環境への振動エネルギー伝達モードを最小化する様々な方法は、本
発明の範囲内の実施形態を含む。
【０１４７】
　他の実施形態は、レンズ特性を抽出するために、場合によっては、第１の記載されるレ
ーザー変位センサに加えて、異なる測定システムを採用し得る。非限定的な実施例として
、また、幾つかの実施形態では、形成されるレンズ本体の厚さを決定するために、Ｔｈｏ
ｒｌａｂｓ　Ｉｎｃ．（Ｎｅｗｔｏｎ，ＮＪ，ＵＳＡ）から入手可能なＳｈａｃｋ－Ｈａ
ｒｔｍａｎｎ　Ｗａｖｅｆｒｏｎｔ　Ｓｅｎｓｏｒが使用されてもよい。
【０１４８】
　一般的な観点から、一部において、及び例えば、屈折率、放射線吸収、及び密度を特性
化するための技術を含む、本発明の範囲内であると予測される計測デバイスにおける、相
当の多様性が存在し得る。また、例えば、粒子検出を含む、環境制御に関連する態様も、
予測され得る。これらの様々な技術は、例示的な計測デバイス１５００と同一の環境及び
位置にあってもよく、又は別の実施形態では、汎用システム環境内又は外部に追加の位置
を含んでもよい。
【０１４９】
　特定の試料の生成に使用される特定の試料及び構成要素に関連する計測及び記号論理学
的データの収集、記憶、及び通信は、本発明の一般的な実施形態の原理を含む。これらの
様々なデータは、レンズ特性を制御するためのフィードバックループを確立するのに有用
であり得る。例示的かつ好ましい実施形態では、レンズ試料１５２０のレーザー変位セン
サに基づいた計測装置１５００からの出力は、算定システム内に記録及び記憶される。一
実施形態１５３０では、個々の形成光学機器部品は、前記試料１５２０の生成に使用され
る前に、それに対して同様のレーザー変位計測が実施されていてもよい。データ算定シス
テムを使用することによって、変位データは、レンズ試料、したがって生成されるレンズ
の厚さの表示を生成するために、幾つかの方式で処理され得る。
【０１５０】
　算定システム内で、レンズ製作システムにおいて様々な構成要素の開始パラメータ設定
点を提供するのに有用なレンズ試料の所望のモデルは、試料１５２０及び形成光学機器１
５３０の変位データの操作と比較され得る。幾つかの実施形態では、モデル内の様々な位
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置点は、画像化システムの個々の構成要素に、好ましい実施形態では、ボクセルに基づい
たリソグラフィ光学システム内の特定のボクセル要素にマッピングされるか、又はそれに
関連付けられ得る。ボクセルのパラメータを調節することによって、前の試料と比較して
調節された性能を有する次のレンズ又はレンズ前駆体試料が生成され得る。計測及び様々
な計算アルゴリズム、並びに装置の数々の実施形態内で、データの取得、処理、モデリン
グ、フィードバック、及び通信の多くの別の実施形態が、本発明の範囲内の要素を含むこ
とは当業者にとって明白である。
【０１５１】
　幾つかの実施形態では、生成されたレンズ試料１５２０の厚さに関連する特定のシステ
ムの計測データは、レンズ前駆体形態１７２０の輪郭に設計された整合機能を使用するこ
とによって、向上され得る。例示的な図４の４００で、上述されるものと類似する方式で
得られる厚さ計測が得られた。この４００の他の記述は、本開示内の他の場所に行われる
が、整合の実施形態を理解するために、４４０が熟考され得る。アイテム４４０は、レン
ズ試料１５２０の表面に、比較的深い輪郭陥凹を含み得る。かかる特徴の設計は、装置内
の数々の処理工程を適応させるのに有用であり得る。一実施形態では、アルゴリズム又は
計測データの操作によって、４００に関連する信号が抽出又は認識され得る。かかる抽出
は、整合機能４４０に関連する位置に近接するか、又はその位置に処理を提供する、様々
な装置の部分を位置決めするのに有用であり得る。特にマーキング材料及び輪郭特徴の設
計の使用を含む整合機能の数々の異なる実施形態が可能であり、本発明の範囲内の技術を
含むことは、当業者にとって明白であり得る。
【０１５２】
　計測システム１５００によって生成される計測データを使用する幾つかの別の実施形態
は、眼科レンズ生成システム全体又はその中のその様々な装置を診断及び制御するために
、このデータを利用してもよい。非限定的な実施例として、形成光学機器１５３０の上述
の測定値の記憶は、結果として、かかる測定値の履歴をもたらし得る。別の計算及びアル
ゴリズム処理によって、表面の特性は、経時的に比較することができ、急激又は一定のい
ずれかのこれらの特性の変化は、ある種の診断介入が必要であることを知らせるために使
用されてもよい。かかる信号変化の多くの考えられる原因の一例は、形成光学機器が、そ
の表面上にある種の表面スクラッチを受けたことを含み得る。追加の実施形態では、得ら
れる計測結果に許容可能な限度を定めるため、及び自動化感知において測定値の有効な変
化を知らせるための両方に、統計に基づくプロセス制御アルゴリズムを使用することがで
きる。更なる追加の実施形態は、これらの知らせに自動化手段で対応するために、システ
ム内に自動化のための手段を提供し得る。しかしながら、一般的な観点から、本発明の範
囲は、システム全体を診断及び制御するために、例えば、システム１５００からの計測デ
ータを使用する、これら及び数々の他の実施形態を予測する。
【０１５３】
　これまでに記載された計測装置の実施形態は、概して、「乾燥」レンズ試料１５２０又
はその形成光学機器１５３０の計測に関係し得る。より一般的な観点からは、しかしなが
ら、同様の、又は追加の計測の実施形態は、全システム内の他の形態の特性の測定に由来
し得る。非限定的な実施例として、「乾燥」レンズは、幾つかの実施形態では、続けて処
理され、水和した状態となり得る。かかる新たに画定された試料１５２０の計測は、より
一般的な実施形態の記述の一実施例を含み得る。更なる実施例は、レンズ前駆体試料１７
００に計測を実施することを含んでもよい。したがって、一般的な意味で、本発明の範囲
内であると予測され、この種の眼科レンズ生成システム内の生成物を処理する、又は構成
するのに使用される、様々な形態の材料に計測を実施するための数々の実施形態が存在す
る。
【０１５４】
　水和及び取り出し装置
　眼科レンズを生成する装置の別のサブセクションは、レンズ又はレンズ前駆体をその形
成光学機器から取り出し、それをクレンジングし、それを水和させる工程を含む。幾つか
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の実施形態では、これらの工程は、本質的に同時に実施され得る。図１６の１６００に進
むと、簡略化のために水和装置と称される、これらの工程を実施するための装置の実施形
態が示される。装置には、水和用流体を収容する容器１６１０と、レンズ１６３０及び形
成光学機器ホルダ１６４０が浸漬される流体浴１６２０と、浴を一定の温度に維持するた
めの熱制御ユニット１６５０とが含まれる。
【０１５５】
　好ましい実施形態では、流体浴１６２０には、表面活性剤が添加された脱イオン（ＤＩ
）水が含まれる。当該技術分野において予測され、本発明の範囲に従う、この浴の数々の
実施形態が存在する。別の実施形態では、流体浴１６２０には、脱イオン水及び表面活性
剤との混合物である場合がある、有機アルコールの混合物が含まれてもよい。したがって
、容器１６１０の幾つかの実施形態には、水又は有機アルコール類の体積の収容、及びま
た、温度制御ユニット１６５０と流体浴１６２０との間での熱エネルギーの透過に従う材
料が含まれ得る。一般性の観点から、レンズの水和及びクレンジングの範囲内に含まれ、
本発明技術の実施形態を含み、容器の材料、容器の設計、並びに容器を充填する、及び空
にする手段を含む、数々の別の実施形態が存在し得る。
【０１５６】
　幾つかの実施形態では、浴の温度は、水和、クレンジング、及び取り出し動作を加速す
るために上昇される。かかる一実施形態では、温度は、内部感知装置１６５０を有するホ
ットプレートの存在によって維持され得る。より高度な実施形態は、別の照射及び導電性
材料並びに装置を含む、流体を加熱するための別の方式を含み得る。また、追加の実施形
態は、浴温度を監視し、それを温度帯内に制御するための異なる方式を含み得る。更なる
より高度な実施形態は、流体浴の温度をその時点で変化させる又はプログラムする能力を
含むことができる。本発明の範囲内の実施形態を含む、水和浴の温度を制御するための数
々の実施形態が存在することが、当業者にとって明らかであり得る。
【０１５７】
　レンズ１６３０、及び形成光学機器１６４０の流体浴への暴露が進行し、レンズが水和
される際、幾つかの実施形態では、レンズ本体は、膨張し、最終的に形成光学機器１６４
０から分離する。したがって、幾つかの実施形態は、アセンブリの分離したレンズを捕獲
し、適切な保管及びパッケージング手段に入れる手段を含んでもよい。更なる実施形態は
、分離したレンズを位置決めし、流体浴媒体１６２０から採取することを含んでもよい。
あるいは、実施形態は、レンズを流体から隔離するために、排出プロセス中に、前記流体
浴媒体１６２０を濾す能力を提供し得る。一般的な観点から、レンズを位置決めし、それ
を保管手段に入れるように取り扱う数々の方式は、本発明の範囲内に従う実施形態を含む
。
【０１５８】
　しかしながら、上記に言及されるように、膨張した形態のレンズは、レンズが患者によ
って着用される間のレンズの性能と最も一致する光学特性を含み得る。したがって、幾つ
かの実施形態では、膨張したレンズに１つ又は２つ以上の計測工程が実施されてもよい。
かかる実施形態は、他の計測工程とともに記載されてきた、フィードバック、制御、及び
診断の類似する態様を含んでもよく、水和装置中でレンズを膨張させることに由来する更
なる追加の実施形態は、専門家にとって明白であり得る。
【０１５９】
　これらのサブセクションは、眼科レンズを形成する装置の本発明において、５つの主要
なサブセクションを含む。好ましい実施形態では、それぞれは、装置を確定する、それ自
体の実施形態を有する。しかしながら、装置のそれぞれのサブセクションが、より高いレ
ベルの数々の別の実施形態さえ含み得るため、サブセクションの異なる編成を有するか、
あるいは１つ又は２つ以上のサブセクションが省略されている場合があるが、依然として
本発明の範囲下の実施形態を含み得る、存在し得る代替物が存在することが明らかであり
得る。
【０１６０】
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　方法
　本発明に開示される手順は、本質的に、５つの主要なサブセクションを含み得、したが
って、方法の幾つかの実施形態の記述は、サブセクションレベルで、論理的な記述に編成
される。サブセクションは、ボクセルに基づいたリソグラフィレンズ前駆体の生成に関す
る手順、レンズ前駆体を生成するより一般的な手順、レンズ前駆体を処理する様々な手順
、レンズ及びレンズ前駆体の後処理、並びに計測及び様々なセクション間でのフィードバ
ックの手順である。手順の以下の工程及び説明は、例示に過ぎず、本明細書に添付される
特許請求の範囲において提示又は言及されない限り、本発明の範囲を限定する意図はない
ことに留意されたい。
【０１６１】
　全てのサブセクション又はそのサブセットも含む、手順の実施形態が存在し、したがっ
て、記載される１つ又は２つ以上の方法工程の順序及び包含は、本発明を限定しない。図
１を参照すると、手順１００のサブセクションブロックが確認され、ボクセルに基づいた
リソグラフィ手順１１０と、別の形成手順１２０と、レンズ前駆体処理手順１３０と、後
処理手順１４０と、計測及びフィードバック手順１５０と、を含む。図１では、楕円形状
の特徴内に２つの実体が確認され、それらは、レンズ前駆体、つまりアイテム１６０と、
アイテム１７０の眼科レンズである。単一方向に進む矢印は、幾つかの実施形態がとり得
る一般的な方向を含み得、２つの頭を有する矢印は、材料、データ、及び情報の幾つか又
は全てが、様々な手順セクションから中心的測定及びフィードバックセクションへ、及び
その逆へ流れることができることを示す。
【０１６２】
　ボクセルに基づいたリソグラフィ手順。
　ボクセルに基づいたリソグラフィ装置からレンズ前駆体を生成する方法は、数々の装置
の実施形態、並びにレンズ前駆体の処理にこれらの装置の実施形態を使用するための数々
の方法に関連する、数々の実施形態を含む。図１のアイテム１１０、つまりボクセルに基
づいたリソグラフィ方法を参照すると、このシステムからのレンズの作製における初期工
程を含み得る、ボックス１１５で示される開始工程が存在する。所望のレンズパラメータ
が、アルゴリズム演算に入力されてもよい。幾つかの実施形態では、これらのパラメータ
は、眼科患者の光学表面上で光学収差を測定することによって得られてもよい。これらの
測定値は、作製されるレンズに要求される波面特性に変えることができる。他の実施形態
では、レンズ生成パラメータを決定するために、アルゴリズムに入力され得る理論上のレ
ンズ波面特性が存在し得る。所望の産出レンズ特性を確定する初期工程に関連する数々の
方法の実施形態が存在し得ることが、当業者にとって明らかであり得る。
【０１６３】
　アイテム１１５について続けると、アルゴリズムは、上述される入力パラメータを受け
取り、幾つかの実施形態では、パラメータを以前に生成されたレンズに関連付ける。ここ
で、空間光変調器に通信される暴露「動画」又はスクリプトのための一連の「フレーム」
が決定されてもよい。アルゴリズムに入力される、要求されるパラメータのアルゴリズム
処理を確定する手順に関連する、多数の実施形態が存在し得ることが明らかであり得る。
【０１６４】
　同様に、「ＤＭＤ」スクリプトを含む、特定のボクセル要素のアルゴリズム出力を、そ
の時点で予定される光反射プロファイルに変換するために使用することができる数々の手
順が存在し得る。例として、アルゴリズムが望む全強度値は、全時間中に光照明システム
の入力強度が反射される一連の時間刻みとして、反応性混合物のボクセル位置に供給され
てもよい。これらの全「オン」工程の積分強度は、次いで、ミラー要素に部分値が書き込
まれ、したがってミラーが、全オンレベル未満であるデューティーサイクル「オン」レベ
ルを有する、別の時間刻みによって補完されてもよく、全体として反応性混合物に暴露さ
れる残りの時間刻みでは、この特定のボクセル要素は、結果として残りの持続時間の間、
「オフ」となり得る。代替の手順としては、供給される工程又は「フレーム」の数に関す
る強度の平均値を取り、この値を用いてＤＭＤに送られる大半のフレームをセットするこ
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とを挙げることができる。先の装置説明で説明された空間光変調器の大部分が、この強度
及びタイム露出制御を作り出す目的に関連させる手順実施形態を同様に有することが、当
業者には明らかであり得る。
【０１６５】
　前述の方法が、空間的照明デバイスの動作によって空間的照明デバイスに適用される固
定強度を変調することに関連する所与の実施例である一方、より高度な手順により、光源
からの強度が、光濾過を用いて源又は光学機器システム内のいずれかで変調されるかどう
かが導かれ得る。更なる実施形態は、照明システム構成要素内及び空間的照明変調器内の
両方での強度制御の組み合わせに由来し得る。更なる実施形態は、照明の波長の制御に由
来し得る。
【０１６６】
　一般的な意味で、いずれかの寸法のいずれかの空間光変調器への制御信号、及びまた、
例として、光源、フィルターホイール等のいずれかのシステム構成要素の制御信号と関連
すると見なされるべき「ＤＭＤ」スクリプトを形成する方法は、したがって、広くは、そ
の時点で一連のプログラムされたコマンドシーケンスを作成することを含み得る。化学放
射線の詳細、採用される光学機器システムの詳細、及び反応性モノマー混合物を含む材料
の詳細の多くの実施形態を包含する、制御信号プログラムを作製する方法に関連する、数
々の実施形態が存在することが、当業者にとって明らかであり得る。
【０１６７】
　「ＤＭＤ」スクリプト及びアルゴリズムの詳細は、処理後に得られる結果との関係を有
し得ることが留意され得る。決定的に重要なパラメータのフィードバックは、後述され、
かかる詳細な記述は、したがって保留される。そうは言うものの、ボックス１１５に示さ
れるＤＭＤスクリプトを作成する方法に関して、ボクセルに基づいたリソグラフィ手順並
びにフィードバック及び計測手順を指す、及びそれとは逆を指す双頭矢印は、一部におい
て、ＤＭＤスクリプトを作成するための方法でのこの情報交換における役割を指す。
【０１６８】
　レンズ前駆体を形成する手順への別の入力は、システムの反応性混合物を調合及び調製
する様々な方法によって含まれ得る。図１では、アイテム１１１は、反応性混合物に含ま
れる様々な手順のボックス表示である。本発明の範囲内であるとして記載される装置の実
施形態が、反応性混合物内の構成要素の種類及び構成に関して、高度の柔軟性を含むこと
は当業者にとって明白であり得、反応性混合物要素の多数の実施形態が本発明の範囲を含
むことは、本発明の一部であると予測される。
【０１６９】
　一般性の損失なく、例えば、反応性混合物内でモノマー単位として作用する化学成分は
、実施形態のうちの幾つかに記載されたように、紫外スペクトルの光に対して光反応性で
ある化学物質を含んでもよい。しかしながら、これらのモノマー分子は、同様に、光に反
応して可視スペクトルの放射線を吸収するように選択することができる。同様に、システ
ム内の構成要素は、電磁スペクトルの別の部分と整合させるために調整されてもよい。し
たがって、本発明に関連する材料手順は、電磁スペクトルの大部分にわたる化学放射線に
対して感受性の分子を含み得ることが理解され得る。
【０１７０】
　幾つかの実施形態では、モノマー混合物は、実際には、１つ又は２つ以上の化学線に対
して反応性のモノマー種類の混合物であり、また、他の化学成分とも混合される。非限定
的な実施例の理由から、吸収化合物として、他の化学物質が含まれてもよい。モノマー混
合物へのかかる添加剤は、例えば、ボクセル要素によって画定される経路に沿った化学放
射線の強度が、ブゲール・ランベルト・ベールの法則によってモデル化され得る方式で、
ボクセルに基づいたリソグラフィを動作させる実施形態において重要であり得る。本構成
要素は、ボクセル要素内の形成プロセスの厚さ感度を大きく確定し得る。多数の実施形態
は、関連スペクトル域内の光を吸収するモノマー混合物に構成要素を添加するために、本
発明の範囲内の技術を含み得ることが、当業者にとって明らかであり得る。
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【０１７１】
　他の実施形態では、モノマー混合物の吸収成分は、上述したものに更なる複雑性を含め
得る。例えば、異なる方式で光を吸収する複数の分子が含まれる吸収体成分を確定する方
法は、本発明の範囲内であり得る。追加の実施形態は、それら自体が複数の関連する吸収
帯域を有する分子で構成される吸収体要素に由来し得る。手順の更なる実施形態は、モノ
マー及び吸収体を組み合わせた役割を有するモノマー混合物に構成要素を添加することを
含み得る。同様に、この組み合わせられた役割は、幾つかの実施形態では、モノマーに化
学反応が生じた後でさえ、吸収役割を継続できるようにする。また、逆の場合は、化学線
による反応が起こる際に、変化した吸光度特性を有する化学物質が添加される実施形態を
方法に含め得る。一般的な観点から、１つ又は２つ以上の関連スペクトル帯域で放射線を
吸収するための成分と共に、反応性モノマー混合物を含む手順のための多くの実施形態は
、本発明の範囲内であり得ることが、明らかであり得る。
【０１７２】
　モノマー混合物を調製する方法に阻害物質成分の添加が含まれる場合、追加の実施形態
が導かれ得る。この意味で、阻害物質化合物は、反応性モノマー混合物内に形成された化
学生成物との反応における役割を有し得る。幾つかの実施形態では、化学放射線の吸収は
、１つ又は２つ以上のフリーラジカル化学種を発生させ得る。阻害物質は、フリーラジカ
ル種との反応において作用し、それによって、重合反応経路を終了させ得る。かかる実施
形態の１つの効果は、光化学重合反応の持続時間を制限すること、又は他の方法で、重合
反応が元の光吸収反応開始剤事象から離れて起こり得る距離を制限することであり得る。
モノマー混合物に阻害物質を添加する幾つかの実施形態は、したがって、ボクセル要素内
での光子の収集が、開始する反応の空間的局所化に最終的に反映される、空間解像度に関
連し得ることが明白であり得る。広くは、阻害物質の作用は、当該技術に関連する数々の
実施形態を含み得る。
【０１７３】
　阻害するように作用し得る反応性混合物の化学種又は構成要素の種類は、当該技術の数
々の他の実施形態を含む。吸収体と同様に、複数の重合経路の阻害において、阻害物質が
二重の役割を有することは、本発明の範囲内である。更に、阻害物質は、モノマー分子自
体の一部を含み得る。また、一般的な他の方式では、阻害物質は、それ自体が、熱又は光
反応感受性を有し得る。更に他の実施形態は、混合物内に溶存形態を含み得るが、純形態
で気体、液体、又は固体特性を呈するため、純化学状態の阻害物質の性質に由来し得る。
【０１７４】
　モノマー混合物を調製する方法は、反応開始剤成分の添加に関して、追加の実施形態を
有し得る。反応開始剤は、光子の吸収において重合反応を促進する化学種を生成する、光
吸収性成分を含んでもよい。反応開始剤は、特定の帯域で大いに吸収する分子を含んでも
よい。更なる実施形態は、装置の複数の関連帯域で光吸収性である反応開始剤分子によっ
て生じ得る。その吸収は、関連周波数の比較的広い帯域も含み得る。モノマー混合物の反
応開始剤成分が、モノマー混合物内のモノマー分子種類の１つ又は２つ以上の中に存在す
る化学反応開始剤反応性に由来する場合、更なる実施形態も可能である。本発明の範囲内
で、数々の別の実施形態が、反応開始剤としての役割を果たす構成要素を有するモノマー
混合物を含む手順を含み得ることは、当業者にとって明らかであり得る。
【０１７５】
　幾つかの実施形態では、これらの記載される添加剤の役割は、眼科レンズを形成する方
法のための機能性を含む。一例示的な実施形態では、使用されたモノマー混合物は、眼科
レンズの生成で一般的に使用される反応性モノマー混合物、Ｅｔａｆｉｌｃｏｎ　Ａであ
った。再び図３を参照すると、Ｅｔａｆｉｌｃｏｎ　Ａは、重合下で固体又はゲルを形成
する、モノマー成分を含む。また、Ｅｔａｆｉｌｃｏｎ　Ａは、例えば、アイテム３１０
として示される、アイテム３００内のより低い波長を含む帯域の紫外線を吸収する吸収体
分子、Ｎｏｒｂｌｏｃを含む。更に、また、Ｅｔａｆｉｌｃｏｎ　Ａは、反応開始剤とし
ての役割を果たし、その吸光度がアイテム３４０として示される構成要素も含む。混合物
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中で、溶存気体酸素の存在は、阻害物質の役割を含む。したがって、本実施形態では、反
応性モノマー混合物を形成する手順は、固体及び又は液体成分の両方の混合物の製剤を含
み、溶存酸素のレベルを制御することを更に含む。本実施形態の説明は例示であり、した
がって、本発明の範囲を限定することを意図しない。
【０１７６】
　本発明の反応性モノマー混合物を形成する方法の他の実施形態が、モノマー混合物の物
理的態様を制御することによって導かれ得ることは、明白であり得る。幾つかの実施形態
では、これは、混合物の粘度を変化させるために、溶媒又は希釈剤を添加することを伴い
得る。更なる実施形態は、混合物の変化した粘度をもたらす他の方法に由来し得る。
【０１７７】
　モノマー混合物を調製する手順では、発生混合物に実施される処理から、追加の実施形
態が確定され得る。非限定的な実施例として、混合物は、真空環境にさらされてもよく、
これは、特定の溶存気体種の脱離をもたらし得る。別の実施形態では、モノマー混合物は
、後続の化学線処理工程で使用される前に、多量の混合物を化学放射線への暴露にさらす
ことによって処理され、したがって混合物中の多重結合成分の度合い及び母集団分布が変
化されてもよい。モノマー混合物を処理して変化した特性をもたらすための数々の追加の
実施形態が可能であり得、結果として生じる混合物は、眼科レンズ前駆体及びレンズを生
成するという更なる目的において有用であることが、当業者にとって明らかであり得る。
【０１７８】
　図１の矢印に沿ってボックス１１２に移動し、これは、反応性モノマー混合物を注入及
び堆積するための方法に相当する。幾つかの実施形態では、ある量の反応性混合物は、溶
存酸素の所望の濃度を有するように、平衡化されなければならない。幾つかの実施形態で
は、平衡化は、相当量のモノマー混合物を収容する容器を、周囲が、溶解される際に所望
の濃度に平衡化するために望ましい量の酸素を含む筐体内に保管することによって達成さ
れ得る。追加の実施形態は、膜技術を介して的確な量の酸素を流動反応性混合物に交換し
得る、自動化器具を含み得る。本発明の範囲に従う、組み込まれる気体を所望のレベルに
変化させるか、又はそのレベルまで反応性混合物を注入するための数々の方式が存在し得
ることが、当業者にとって明らかであり得る。
【０１７９】
　幾つかの実施形態では、注入される反応性モノマー混合物体積は、ここで、手動の手段
で、形成光学機器表面の付近に混合物を収容するための容器を含むリザーバに移動されて
もよい。他の実施形態は、リザーバを反応性モノマー混合物で充填するための自動化機構
を含んでもよい。本発明の更なる実施形態は、レンズ形成プロセスで必要に応じて使用さ
れ得る、充填使い捨て容器を含んでもよい。本発明の範囲は、全ての処理後に形成される
レンズを含む材料の量を超える、少なくともある量の反応性モノマー混合物で、形成光学
機器表面の付近のリザーバを充填するためのある種の手順を使用することを含む。
【０１８０】
　様々な装置の実施形態、反応性モノマー混合物の材料の実施形態、化学放射線の性質の
物理的実施形態、並びにスクリプト及びそれが含む装置の制御方式の実施形態の説明を用
いて、ここで、ボクセルに基づいたリソグラフィ手順の産出物を形成する実施形態の幾つ
かが記載され得ることは当業者にとって明白であり得る。図１のプロセスフローチャート
に移り、アイテム１１６は、これらの様々な実施形態を使用する形成方法を示す。上述さ
れた構成要素のそれぞれの別の実施形態が存在し得、特定のかかる実施形態に関連する方
法の説明が、本明細書の本発明の範囲を限定しないことは当業者にとって明白であり得る
。
【０１８１】
　アイテム１１６の手順の幾つかを微視的スケールで熟考することは、有効であり得る。
非限定的な実施例として、幾つかの実施形態ではベールの法則方式を用いてモデル化され
得る、画像化された化学放射線が通過した深さと共に、強度における吸収性が大幅に低減
されるように、モノマー混合物が吸収要素を含む全体的な形成方法を熟考する。また、例
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えば、特定のボクセル要素上に向けられる化学線照射の波長が、反応性混合物に含まれる
反応開始剤に積極的に吸収される波長域内であり、かつ吸収体の急速に変化する吸収域に
ある、図３に示される実施形態を熟考する。また、非限定的な実施例として、モノマー混
合物は阻害物質を含むと考える。本記述の容易な参照及び説明のために、この手順の組み
合わせは、実施例３と称され得る。これは、実施形態を実施するための方法として提示さ
れるが、本発明の範囲及び使用され得る他のモデルを限定する意図はない。
【０１８２】
　実施例３の一実施形態では、阻害物質は、モノマー混合物内に顕著な濃度で存在し得る
。微視的レベルでは、この例示的な実施形態は、入射化学線照射が、特定の要素内の化学
放射線によって開始される化学反応が、高濃度の阻害物質がその促進を阻害する能力を超
える速度で起こる非常に限られた局所域を、それ自体の周囲に画定するという特性を有し
得る。幾つかの空間光変調器システムが、それぞれの個々の変調要素間に、変調要素と同
一の方式で光を反射しない、「不感」空間としてのそれらの表面の部分を有するという事
実のため、本実施形態では、形成光学機器表面上に形成される、結果として生じる材料は
、隔離されたボクセルに基づいた円柱状要素の形態をとり得、これは、極度に互いと結合
しない場合があることが明白であり得る。
【０１８３】
　実施例３の実施形態の継続的な非限定的な実施例として、阻害物質の濃度は、若干低い
濃度であり得、本実施形態では、例えば、所与の組の化学線照明パラメータの空間的伝播
が、ボクセル要素のそれぞれがボクセル要素間のいずれかの境界に重なるように進む化学
線活量を確定するのに十分である、濃度であってもよい。微視的基準でのかかる場合は、
個々の円柱状要素は、近隣のボクセルが著しい強度条件を確定する照明条件で、互いに溶
け込む傾向にあってもよい。幾つかの実施形態では、光学画像化システムは、個々の円柱
状要素が混ざり合うのを促進するために、別の方法の実施形態のように、焦点がぼけるモ
ードで稼動されてもよい。更なる実施形態では、空間中でのレンズ形成光学機器及びホル
ダの振動又は揺動移動は、ボクセル要素が互いに重なり、連続形状部を形成する、同様の
効果を促進し得る。
【０１８４】
　ボクセル要素の深さ次元における、形成手順の効果を微視的基準で続けて記載すること
が有用であり得る。実施例３の条件から、特定のボクセル要素の「ＤＭＤスクリプト」は
、形成光学機器表面から離れたボクセル要素の深さに反応を生じさせる積分強度又は暴露
時間を確定し得ることが明白であり得る。幾つかの特定の例示的な深さで、この条件は、
反応度がゲル化点を確定する、モノマー混合物の強度促進反応条件を含み得る。この深さ
より浅い深さでは、反応生成物は３次元態様を形成していてもよいが、しかしながら、こ
の深さより深い深さでは、反応生成物はゲル化点に到達していない場合があり、生じたあ
る程度のモノマー反応により、依然として周囲の発生反応性モノマー混合物より粘稠な構
成要素の混合物を含む場合がある。本実施形態では、明らかであり得るように、少なくと
も２つの域、つまり、反応がゲル化点より高い度合いまで反応が生じた域と、材料が、部
分的に反応したモノマー混合物及び未反応のモノマー混合物の混合物であり得る非ゲル状
層を含む域とを含むのに十分な体積の発生反応性混合物が存在した。幾つかの実施形態の
下で、この層の幾つかは、流動性レンズ反応性媒体と称されるものを含み得る。微視的レ
ベルで、これは、反応性混合物の体積空間内に形成されている。
【０１８５】
　他の実施形態では、「ＤＭＤスクリプト」は、ゲル化点を超えて反応したボクセル画定
層に局所設計要素を画定するのに有用であり得る。この実体は、幾つかの実施形態では、
レンズ前駆体形態と見なされ得る。非限定的な実施例として、幅方向の多数のボクセル要
素、及び長さ方向の多くのボクセル要素であり、それが含む全てのボクセル要素における
低積分強度特性を有する、ＤＭＤスクリプトに本質的に線形の特徴を組み込む効果を熟考
する。実施例３に記載される実施形態を使用することによって、非限定的な実施例として
、かかる線形特徴がレンズ前駆体形態内に物理的に画定されることが想定される。微視的
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スケールでは、近隣のボクセル要素は、幾つかの有意なレベルでレンズ前駆体形態におけ
る厚さを確定する強度を含み得る。線形特徴の第１の近隣ボクセル要素で、形成厚さは低
下し、結果として、ＤＭＤスクリプト内に画定される線形特徴に関連する輪郭特徴をもた
らす。
【０１８６】
　例として、図４のアイテム４００を参照すると、本発明の全実施形態を用いて形成され
るレンズの厚さの表示が示される。本実施例では、レンズの厚さは、これまで記載された
線形特徴の特性を有する、幾つかの特徴を示す。アイテム４４０は、例えば、レンズにわ
たる多くのボクセル要素に延在する線形特徴である。推測の結果として、本発明の態様は
、レンズの光学表面画定形状に加えて、画定され得る形状及び輪郭特徴の多くの異なる実
施形態を含むことが明らかであり得る。数々の考えられる実施形態に共通して、例として
、例えば、特徴４４０の実施形態の意図のような整合機能が存在し得る。追加の実施形態
は、排出チャネル、本質的に放射状経路に沿ってレンズ前駆体形態の縁部に向かって延在
する線形特徴を画定する輪郭特徴と、様々な形状及び寸法のウェル又は閉止された穴と、
近隣の平均トポロジーと比較して上又は下である切形段差と、レンズ画定域のサブセット
にわたる平坦域又は本質的に平らな特徴とを含み得る。これらの実施例は、形成工程手順
と関連し得ることが当業者にとって明白であり得る数々の実施形態のうちの幾つかである
。
【０１８７】
　図１の工程１１７に進み、幾つかの実施形態における、工程１１６の結果として生じる
材料を反応性モノマー混合物の環境から取り出すことに関連する手順が記載される。幾つ
かの実施形態では、この取り出しのための一方法は、保持部品及びレンズ前駆体形態を有
する形成光学機器を反応性モノマー混合物のリザーバから持ち上げるプロセスを含み得る
。他の実施形態では、リザーバは、取り付けられたレンズ前駆体形態を有する形成光学機
器から引き下げられてもよい。更なる実施形態は、ある程度の精度でかかる取り出しの速
度を制御することができる器具を用いて、引き下げ又は持ち上げ工程のいずれかを自動化
することに由来し得る。別の実施形態では、反応性モノマー混合物のリザーバは、幾つか
の方式で排出され、結果として、取り付けられたレンズ前駆体形態を有する形成光学機器
が反応性モノマー混合物から分離されてもよい。一般的な観点から、工程１１６の生成物
を反応性モノマー混合物から取り出す工程１１７を含む数々の実施形態が存在し、これら
の実施形態は、本発明の範囲内の技術を含むことが当業者にとって明らかであり得る。
【０１８８】
　図１では、生成物及び中間生成物は、楕円形状のパターンで示される。したがって、幾
つかの実施形態では、レンズ前駆体１６０は、デバイス実体を含む。手順の記述と共に他
の項を理解するために、レンズ前駆体の態様が確実に検討される。レンズ前駆体１７００
には、２つの層、すなわちレンズ前駆体形態１７４０と、流動性レンズ反応性媒体、つま
りアイテム１７１０とが含まれ得る。幾つかの実施形態では、これらの層は、前述の形成
手順に対応する。幾つかの実施形態では、レンズ前駆体形態は、ボクセルに基づいたリソ
グラフィシステムによって画定され、ゲル化点を超えて反応した材料である。これは、前
述された様々な構造の実施形態を有し得る。図１７では、形成手順中にボクセル列が互い
に重なる実施形態が示される。
【０１８９】
　幾つかの実施形態では、流動性レンズ反応性媒体１７１０は、反応性媒体内でゲル化点
が生じた点より深い、ボクセルに基づいたリソグラフィプロセスよって形成される層であ
る。形成光学機器及び反応した材料が反応性モノマー混合物から取り出される際、レンズ
前駆体形態の表面に接着する粘稠材料が存在し得る。本明細書の本発明技術では、この流
動性フィルムは、幾つかの実施形態では、記載される方法で更に処理され得る。レンズ前
駆体形態、及び更なる処理後にレンズの一部となる、その上の流動性材料のこの組み合わ
せが、レンズ前駆体を構成する。幾つかの実施形態では、レンズ前駆体は、特異な構造体
であると想定されることが明白であり得る。これは、３次元形状を含む構成要素を有する
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が、しかしながら、吸収した反応性媒体の流動性の性質のため、実体は、固定の３次元形
状を有さない。本発明の範囲は、形成方法、つまりアイテム１１６が、形成光学機器を反
応性モノマー混合物から取り出す方法に関連する異なる実施形態、及び流動性レンズ反応
性媒体の性質へのそれらの影響を含む形態の全ての様々な実施形態も含むことが、当業者
にとって明らかであり得る。
【０１９０】
　幾つかの実施形態では、アイテム１３１は、流動性レンズ反応性媒体の一部をレンズ前
駆体から除去する手順の実施形態を含む。この手順を実施するための幾つかの実施形態を
含む装置に関する前述項から明白であり得るように、この目的のための可能な多数の方法
の実施形態が存在する。非限定的な実施例として、流動性レンズ反応性媒体は、毛管現象
によって除去されてもよい。幾つかの実施形態では、手順は、毛管現象の工程が実施され
る前に、流動性レンズ反応性媒体の一部が共に留まるように、滞留させる工程を含んでも
よい。更なる実施形態では、レンズ表面は、表面軸が重力の方向に対して角度をなすよう
に配置されてもよい。毛管に基づいた装置を用いて流動性レンズ反応性媒体を除去する方
法に関連する数々の実施形態が可能であり得、本発明の範囲内の技術を含み得ることが明
らかであり得る。
【０１９１】
　他の実施形態では、流動性レンズ反応性媒体を除去する手順は、毛管浸出器具とは別の
装置を含んでもよい。例えば、流動性媒体を除去するために吸収性表面を使用することを
含む方法は、幾つかの実施形態を含み得る。追加の実施形態は、詳細に記載されたもので
はなくむしろ、多くの毛管点を有する装置を使用する方法に関連してもよい。更なる実施
形態は、流動性材料を除去するために、レンズ前駆体をスピン処理する方法を含んでもよ
い。流動性材料の一部を除去するために装置を使用する数々の方法のいずれかは、当業者
にとって明らかであり得るように、本発明の範囲内の態様を含み得る。
【０１９２】
　レンズ前駆体の上面から材料を除去するための異なる種類の実施形態は、この目的のた
めにレンズ本体にレリーフ特徴を画定する方法を含み得る。この種の実施形態では、前の
セクションで述べられた排出チャネルなどの特徴は、比較的低い粘度の流動性媒体が流出
することを可能にするような場所を作り出し、これによって比較的高い粘度が流入するた
めの下の勾配空間を作り出す目的で設計され得る。他の実施形態では、レンズ本体のスピ
ニングの使用は、レンズ材料を流入させるためのレリーフ特徴を設計することと共にレン
ズ材料を除去するための実施形態も含む。異なるレリーフ表面設計の様々な実施形態を含
む実施形態はまた、本発明の範囲内の技術を含むことが、当業者にとって明らかであり得
る。
【０１９３】
　幾つかの実施形態では、流動性レンズ反応性媒体の除去を回避し、更なる処理工程を続
けることが可能であり得る。図１では、本態様は、要素１６０からボックス１３１を避け
て走る点線矢印によって示され得る。
【０１９４】
　図１のボックスに図示され得る、眼科レンズを形成する方法を含む実施形態に示される
次の工程は、アイテム１３２の安定化である。幾つかの実施形態では、この新規手順は、
流動性レンズ反応性媒体が、様々な力の下で流れ、レンズ前駆体形態の表面に沿って安定
かつ、おそらく低エネルギー状態となるようにする処理方式を含む。微視的レベルで、前
躯体形態の表面は、ある程度の粗度を局所的に有し得ることが明白であり得る。形成実施
形態の数々の態様は、この粗度の性質、かかる場合の一実施例では、反応が開始する周囲
で、比較的急激に反応を停止する阻害物質の影響を決定し得る。多くの実施形態では、流
動性媒体の表面力、摩擦力及び拡散力、重力、並びに他の適用される力は、合成され、ト
ポグラフィー上全体に流れた滑らかな被膜を生成する。これらの力を決定する手順には、
本発明の範囲内の数々の可能な実施形態が存在する。
【０１９５】
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　一実施形態では、レンズ前駆体は、流動性レンズ反応性媒体が重力下で流れるように構
成されてもよい。これを実施する方法は、流れるのを助長するために、レンズ前駆体の異
なる配向への移動を含み得る。別の実施形態は、レンズ前駆体を、できる限り移動が少な
い固定状態に維持することによる、逆の方策を含み得る。更に別の実施形態は、レンズ前
駆体を軸を中心にスピンさせることに関連する力を流動性材料に適用することを含み得る
。幾つかの実施形態では、このスピンは、レンズ前駆体の中央を中心とする軸を中心に実
施され得る。別の実施形態では、前記スピンは、レンズ前駆体の上面が、軸点若しくはそ
の逆、又はその間の無数の可能な配向のいずれかを向く間、レンズ前駆体を外軸点を中心
に回転させることを含み得る。更に他の実施形態では、レンズ前駆体は、重力の影響を最
小限にするために、自由落下環境で処理され得る。安定化方法中にレンズ前駆体に流動性
力を適用することに関連する数々の方法が存在し得ることは、当業者にとって明白であり
得る。
【０１９６】
　他の実施形態では、流動性媒体の流動性の性質が、手順によって変性されてもよい。幾
つかの実施形態では、流動性媒体の粘度は、希釈又は溶媒化の手段によって変化されても
よい。別の実施形態は、粘度を増加させるために、希釈剤の一部を蒸発させることを含み
得る。ある程度の化学放射線への暴露は、前記流動性フィルムの粘度を変化させるための
更なる方法を含み得る。流動性媒体の粘度を変化させることに関連する数々の実施形態が
存在し得る。
【０１９７】
　他の実施形態では、流動性レンズ反応性媒体上の表面エネルギーに関連する力は、手順
によって変化されてもよい。幾つかの実施形態では、これは、表面活性剤を発生反応性モ
ノマー混合物に添加することを含み得る。別の実施形態では、表面エネルギーを変化させ
るために、添加剤又は化学反応体がレンズ前駆体に添加されてもよい。
【０１９８】
　レンズ前駆体形態の設計は、流動性レンズ反応性媒体の異なる流れ条件を生成する方法
を含み得る。非限定的な実施例として、チャネルは、流動性レンズ反応性媒体をレンズ前
駆体域から排出するための手段を含んでもよい。別の実施形態では、急激な輪郭の変化に
関連する設計方法は、変化した安定状態を提供するための手順を含み得る。当該技術分野
の専門家にとって、本発明の範囲内の技術を含むレンズ前駆体の設計における数々の方法
が存在し得ることは明白であり得る。
【０１９９】
　一般的な観点から、これらの様々な実施形態の種類は、安定化を含む手順において、流
動性レンズ反応性媒体の完全に安定した、若しくは部分的に安定した、又は不安定な性質
を生成する方法の一般性を制限するべきではない。例えば、様々な実施形態の組み合わせ
、前記手順の追加の実施形態が、当該技術分野の専門家にとって明らかであり得る。
【０２００】
　安定化の手順が実施された後、幾つかの実施形態では、流動性材料に、アイテム１３３
として示される次の手順種類、つまり非流動性状態に変換するための固定化が行われても
よい。幾つかの実施形態では、固定化方法中に適用される化学放射線の性質は、代替を含
み得る。適用されるスペクトル帯域は、一種の手順の実施形態の一例であり得る。別の実
施形態は、適用される放射線の強度を含み得る。別の実施形態では、固定化照射の様々な
態様の適用は、時間依存性を含み得る。非限定的な実施例として、初期の波長帯域は、次
いで異なる帯域に変化される、第１の刻みを含んでもよい。当業者にとって明らかであり
得る、光条件を画定する方法の実施形態の領域は本発明の範囲内である。
【０２０１】
　アイテム１３３の幾つかの実施形態では、固定化方法は、照射がとり得る異なる経路を
含んでもよい。実施形態の種類の一実施例では、照射は、レンズ前駆体の前面上に生じて
もよく、又は別の方法として背面を透過してもよい。更に他の実施形態は、幾つかが、レ
ンズ前駆体実体に化学放射線の異なる効果を生成するように、おそらく異なる光特性を有
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する、複数の照射源に由来し得る。更なる実施形態は、放射線以外のエネルギー形態を含
む固定化方法に由来し得る。一般的に、固定化工程を含み得る数々の方法は、本発明の範
囲内である。
【０２０２】
　幾つかの実施形態では、固定化が生じた後、レンズ前駆体１３０の処理が完了する。幾
つかの実施形態では、この完成生成物は、更に処理される。この生成物種類は、図１のブ
ロック１２０に示される技術の種類の良例、つまり前躯体の別の形成を含む。非限定的な
実施例として、固定化の生成物がボクセルに基づいたリソグラフィ手順に導入され戻され
る場合、第２の層の処理が発生し得る。この複数の段階がある態様は、多くの任意選択の
実施形態の手順をもたらす。
【０２０３】
　幾つかの実施形態では、複雑なレンズ前駆体は、非限定的な実施例として、眼科レンズ
表面が画定される第１の工程と、輪郭特徴が表面に追加される第２の工程とを含み得る、
複数回の通過から形成され得る。手順の他の複雑な実施形態は、前述の実施例の幾つかの
ように、例えば、レンズ前駆体形態に沿った隔離されたボクセル列を生成する、条件付き
のボクセルに基づいたリソグラフィシステムの第１の通過を含み得る。次いで第２のボク
セルに基づいたリソグラフィ工程は、ボクセル列と異なる特性の材料との間の特徴を充填
することを含み得る。続くシステムの第３の通過は、眼科レンズを画定し得る。それぞれ
が記載される多くの異なる可能な実施形態を有し得る、システムを複数回通過する一般的
な手順は、全てが本発明の範囲内である非常に多くの異なる実施形態を含み得ることが明
らかであり得る。
【０２０４】
　幾つかの他の実施形態では、レンズ前駆体は、流動性反応性媒体をレンズ前駆体形態上
に適用することによって形成され得る。例えば、ボクセルに基づいたリソグラフィ方法に
よって形成されるレンズ前駆体は、流動性レンズ反応性媒体を除去する極端な方法として
、ウォッシングシステムにさらされてもよい。レンズ前駆体形態は、ウォッシング方法に
由来する。幾つかの実施形態では、次に、このレンズ前駆体形態に対して、次の流動性レ
ンズ反応性媒体をその表面に適用する方法が行われてもよい。幾つかの実施形態では、次
の流動性媒体を表面に適用する手順は、アイテム１１７に記載される実施形態と類似する
方法で、レンズ前躯体の浸漬及び除去を含んでもよい。ここで、結果として生じるレンズ
前駆体は、モノマー及び多重結合分子の異なる分布を有してもよく、又は幾つかの実施形
態では、レンズ前駆体形態を形成するために使用されるものとは異なるポリマーの化学的
性質を有してもよい。流動性レンズ媒体を様々なレンズ前駆体形態の実施形態上に適用す
るための手順を含む数々の実施形態が、本発明の範囲内の技術を含むことは当業者にとっ
て明白であり得る。
【０２０５】
　別の組の実施形態では、レンズ前駆体形態は、ボクセルに基づいたリソグラフィとは異
なる手段により形成されてもよい。第１の非限定的な実施例では、レンズ前駆体形態を形
成するための原理としてステレオリソグラフィを使用することによって、様々な実施形態
が可能であり得る。幾つかの実施形態では、このステレオリソグラフィによって形成され
るレンズ前駆体形態は、１１７の取り出し手順からの流動性レンズ反応性媒体を有し得る
が、他の実施形態は、流動性レンズ反応性媒体をステレオリソグラフィによって形成され
た基部に加えることを含み得る。レンズ前駆体形態を決定し、次いでそれを言及された方
法で使用するために、マスクに基づいたリソグラフィプロセスを使用することによって、
別の実施形態が可能であり得る。更なる実施形態は、眼科レンズの製造に一般的な標準注
型成型プロセス、及び次いで言及された方法でレンズ前駆体を形成することによって形成
されるレンズ前駆体形態の使用を含み得る。レンズ前駆体形態を形成する数々の実施形態
は、レンズ前駆体を形成する方法を含み得ることが明白であり得る。
【０２０６】
　幾つかの実施形態では、レンズ前駆体が様々な方法の実施形態のうちの１つによって形
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成され、次いで方法の実施形態によって処理された後、レンズ前駆体は結果として眼科レ
ンズを形成し得る。幾つかの実施形態では、ここでレンズは、依然として形成光学機器の
表面上にある。大部分の実施形態では、これも、眼科レンズの生成物形態を形成するため
に、洗浄し、水和させる必要がある。当該技術分野において概して標準的な方法では、レ
ンズ、及び幾つかの実施形態ではその取り付けられた形態は、水溶液の浴に浸漬されても
よい。幾つかの実施形態では、この浴は、浸漬方法を助長するために、摂氏６０度～９５
度の温度に加熱される。幾つかの実施形態では、前記浸漬方法は、レンズ本体を洗浄し、
それを水和させる。水和プロセスでは、レンズは膨張し、幾つかの実施形態では、それが
接する支持体から外れる。本発明の範囲内で、同一の支持体及び化学物質操作構造体が、
水和方法の実施形態も含み得るように、処理を調整する手段が存在し得ることが明白であ
り得る。手順の前述の工程及び説明は、例示であり、本発明の範囲を限定する意図はない
ことに留意されたい。
【０２０７】
　多くの実施形態では、取り外し後に結果として生じる生成物には、本発明の形成された
眼科レンズを含む。この生成物の他の工程は、許容可能な生成眼科レンズを生成するのに
有用であることが明らかであり得る。幾つかの実施形態では、手順は、水和したレンズを
隔離し、それをパッケージし、次いでそれに殺菌プロセス実施する、つまりアイテム１４
２の標準技術を含み得る。これらの工程が互いに関連して、また、前工程と関連して含ま
れる順序は、本発明に従う異なる実施形態を含み得ることが当業者にとって明らかであり
得る。
【０２０８】
　本明細書に記載される装置及び方法から結果として生じる眼科レンズ、つまりアイテム
１７０の様々な実施形態は、本発明内の技術の別の寸法を含む。レンズ前駆体の生成物は
、特異な形態を有し得ることが当業者にとって明らかであり得る。最初、レンズはある程
度において、２つの硬化層の複合物である。これらのレンズ前駆体形態のうちの１つは、
幾つかの実施形態では、ボクセルに基づいたリソグラフィ装置の動作及び方法によって形
成される。このレンズ前駆体形態は、数々の実施形態を有し得、それらの幾つかの実施例
は、手順の先の記述から明白であり得る。
【０２０９】
　例えば、幾つかの方法の実施形態によって、形態は、それぞれが、ボクセルリソグラフ
ィプロセスによって決定される異なる広がりを有する、一組の比較的隔離された円柱状ボ
クセル要素を含んでもよい。他の実施形態では、レンズ前駆体形態は、完全に相互接続さ
れた、一組の材料のボクセルに基づいた列を含み得る。モノマー混合物の実際の組成物に
関連する数々の実施形態が存在することは、当業者にとって明らかであり得る。更に、手
順の文脈で前述されるように、レンズ前駆体形態は、ステレオリソグラフィ、マスクに基
づいたリソグラフィ、及び機械加工を含むが、これらに限定されない、ボクセルに基づい
たリソグラフィ以外の様々な技術によって形成されてもよい。ボクセルに基づいたリソグ
ラフィ形態が、線形特徴、曲線特徴、ウェル、レンズの部分高さ又は全高さの特徴、トポ
ロジーの急激な変化、平坦域、及びチャネルを含むが、これらに限定されない、ボクセル
に基づいた技術を用いて設計された輪郭特徴を有する実施形態が存する。
【０２１０】
　更に、より複雑な実施形態は、本発明の複数回通過態様に由来し得る。非限定的な実施
例として、レンズ前駆体形態は、その周辺に切形の特徴を有する表面内に球状型輪郭を画
定するボクセルに基づいたリソグラフィ工程を最初に通過する複合物であってもよい。第
２の通過は、レンズの可視活性部分にカスタマイズされた眼科パラメータを確定し得る。
一般的に言えば、ボクセルに基づいたリソグラフィ装置及び方法を複数回通過することを
含む、豊富な実施形態が存在することが明らかであり得る。変形は、記載される別のリソ
グラフィの任意選択、及び例えば、成形された眼科レンズを含む、第１の通過を形成する
異なる手段を含み得る。この第１のレンズの種類の材料は、第２の通過で作用される際に
、レンズ前駆体を含み、最終的に、新しいレンズ実施形態を画定し得る。
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【０２１１】
　幾つかの実施形態では、レンズ前駆体の第２の構成要素、つまり流動性レンズ反応性媒
体の性質は、レンズに組み込まれる際に、レンズ実施形態に新規性を確定する。幾つかの
実施形態に記載される手順及び装置、つまりアイテム１３０で処理される際、これらの実
施形態は、滑らかな表面を有する、第２の区別可能な層を含み得る。レンズ前駆体形態の
数々の実施形態及び流動性レンズ反応性媒体の様々な実施形態の組み合わせは、眼科レン
ズの新規実施形態を含み得る。
【０２１２】
　眼科レンズの形成は、計測及びフィードバック１５０を介して向上され得る。幾つかの
実施形態は、ボックス１１６からアイテム１７０までの連続処理手順フローを含んでもよ
い。しかしながら、優れた実施形態は、採用される様々な方法のパラメータの制御を促進
するための計測方法を使用することに由来し得る。図１では、これらのフィードバック機
構及び情報の流れは、アイテム１５０に向かって、及びそれから流れる双頭矢印によって
図式的に示される。数々の計測の実施形態が本発明の範囲内の技術を含み得ることは、当
業者にとって明白であり得る。
【０２１３】
　図２に進むと、ボクセルに基づいたリソグラフィ方法によって形成されるレンズ実施形
態の厚さ及び光学性能に関連する、計測及びフィードバックループ手順の例示的な実施形
態が示される。幾つかの実施形態では、アイテム２００に示されるように機能するフィー
ドバックループが存在し得、外部源からの所望のレンズパラメータの入力を示すアイテム
２０５で開始する。例示的な目的のために、レンズ表面のモデルは、患者の眼に適用され
る眼用測定デバイスによってもたらされてもよい。他の実施形態では、理論上の入力パラ
メータは、工程２０５の手順を含み得る。これらの入力は、それらをボクセルに基づいた
リソグラフィ２１０の入力要求と一致させるための幾つかの手順で処理される。様々な装
置及び方法の実施形態は、この入力を受信し、幾つかの実施形態では、アルゴリズム方法
を用いて、それらをボクセルに基づいたリソグラフィシステム２１１において使用可能な
パラメータに変換する。
【０２１４】
　図２を更に進むと、ボクセルに基づいたリソグラフィシステム内に、アイテム２２０内
に示されるレンズ前駆体が作製される。これは、続いてレンズ前駆体処理手順２３０で処
理され、結果として眼科レンズ２４０の「乾燥」形態を生じ得る。ここで、この乾燥眼科
レンズは、計測工程２５０で測定されてもよい。例示的な目的のために、この工程は、レ
ーザー変位センサの使用を含み得る。この場合も同様に、例として、幾つかの実施形態で
は、この測定から生じる表面トポロジーは図４に示されるアイテム４００のように見え得
る。アルゴリズムは、結果とレンズが工程２０５からの入力パラメータと一致する場合に
、予測されるものと比較するために、このデータをアイテム２５１及び２５２に示される
ように処理し得る。幾つかの実施形態では、入力パラメータからの差は処理され、ボクセ
ルに基づいたリソグラフィシステム２１１内のレンズを処理するために使用されるパラメ
ータを変更する必要性に対応し得る。データ及びパラメータ情報のこのフィードバックル
ープは、アイテム２５３のフィードバックループに示される。また、データは、処理され
、レンズ前駆体処理手順２５２に所望されるパラメータの変更に対応し得る。このシステ
ム２５２内のパラメータへの所望の変更のフィードバックは、フィードバックループ２５
４によって示される。様々なコンピュータによる手順及び制御手順が、メインフレーム、
個人用コンピュータ、工業用コンピュータ、及び他の同様のコンピュータ環境を含むが、
これらに限定されない、様々なデータ処理機器上で実施され得ることが明らかであり得る
。図２に示される工程及び関連手順の説明は、例示であり、本発明の範囲を限定する意図
はないことに留意されたい。
【０２１５】
　幾つかの実施形態では、計測工程２５０並びにデータ２５１及び２５２の様々な処理の
結果は、生成されるレンズ２４０がアイテム２０５の入力パラメータ前後の一組の許容可
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能な限界内であるかを判断する能力を含み得る。このレンズに関する判断は、次いでアイ
テム２５１に示され、ここでレンズは、変更されたパラメータを有する別のレンズが生成
されるように、廃棄され得る。あるいは、レンズは、許容可能な限界内であり、したがっ
て後処理手順及び装置の実施形態で処理するために、工程２６０へ進み得る。次いでレン
ズが膨張され、取り外された後、これに対してアイテム２７０に示される別の計測手順が
行われてもよい。幾つかの実施形態では、この計測の結果は、本実施形態の工程２５０に
示されたものと同様のフィードバック実施形態を有し得る。２８０で眼科レンズ生成物が
実現された後、処理フローは、乾燥レンズが破棄されるフローに連結してもよい。その後
、全フローは、２９０の条件戻り工程によって示される工程内の工程２０５にループして
戻ることが可能である。本発明の様々な生成物に計測工程を実施し、次いで測定結果を組
み込み、システムパラメータを調節するフィードバックループを策定することにおける数
々の修正、追加、及び代替が存在することは、当業者にとって明白であり得る。
【０２１６】
　幾つかのわずかに異なる実施形態では、追加の測定の種類は、全体的な器具フィードバ
ックのために、レンズの品質態様を評価してもよい。非限定的な実施例として、幾つかの
実施形態では、生成されたレンズ前駆体内のかかる欠陥の存在を判定するために、微粒子
検出スキームが展開されてもよい。かかる判定が、微粒子問題を警告する結果をもたらす
場合、幾つかの実施形態では、警告された問題を改善するために、装置及び手順の操作者
にフィードバックすることを伴い得る、フィードバックループが存在し得る。数々の計測
の実施形態が、測定結果が操作者にフィードバックされる、本発明の範囲内の技術を含み
得ることは、当業者にとって明らかであり得る。
【０２１７】
　更なる実施形態では、ロジスティックデータの使用は、フィードバックループの要素を
含み得る。本発明の装置の記述に言及されるように、幾つかの実施形態では、装置の主要
な構成要素が識別されている場合がある。この構成要素の識別は、場合によっては、自動
化装置によって追跡され得る。フィードバックは、例えば、特定の構成要素が、耐用年数
を含む特定の態様に使用されたことを含み得る。幾つかの実施形態では、フィードバック
は、操作者に対して行われてもよく、又はシステムの自動応答を含んでもよい。構成要素
識別を使用する更なる実施形態では、厚さ結果がシステムのパラメータに影響を与える場
合の前述の計測の実施形態の結果、例えば形成光学機器部品のような構成要素の一意的な
識別は、そうでなければ全体的なパラメータを、特定の構成要素に対して個々に調整でき
るようにする。本明細書に記載される本発明は、ロジスティックデータ及び計測データを
入手するため、様々なアルゴリズム手段及び様々なデータ処理機器でそのデータを処理す
るため、そのデータを入力レンズ要求と区別するため、及びそのデータをシステム自体又
はシステムの外部のオペレータにフィードバックするための手段を提供するための様々な
形態の数々の実施形態を含み、全てが、本発明の範囲内であると見なされることは、当業
者にとって明らかであり得る。
【０２１８】
　幾つかの実施形態では、レンズ内に取り込まれる身体的特徴は、眼上にある場合、レン
ズ快適性及び嵌合いにおける補助を行うために、並びに矯正視力で機能的に重要であり得
る。結果的に、患者の眼の測定データは、様々な種類の臨床的視覚装置を使用して得るこ
とができ、平行移動多焦点のコンタクトレンズに含まれ得る、例えば、身体的特徴のサイ
ズ、形状、量、及び場所などのパラメータに影響を及ぼすよう用いられ得る。
【０２１９】
　更には、着用者の眼の身体的特徴は、瞳孔の視線が１つの光学ゾーンから別の光学ゾー
ンに移動する場合、レンズの移動を限定することによる垂直安定性及び回転安定性の一方
又は双方において補助するために機能的に重要であり得る。平行移動多焦点のコンタクト
レンズは、前面、後面、レンズエッジ、周囲部領域、安定化処理ゾーン、屈折力領域、セ
ンタ、眼瞼下構造物、及び下眼瞼接触面の１つ又は２つ以上を有することができる。本明
細書に記載される装置及び方法を用いて製造されるレンズの例が、ここで説明される。
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【０２２０】
　ここで図１８Ａ及び１８Ｂを参照すると、図１８Ａにおいて、複数の機構を具備する平
行移動多焦点のコンタクトレンズ２１００の前面２１０１の前方平面図が図示される。図
１８Ｂにおいては、平行移動多焦点のコンタクトレンズ２１００の前面２１０１並びに後
面２１０２の側面図が図示される。コンタクトレンズ２１００は、例えば、前面２１０１
、後面２１０２、レンズエッジ２１０３、周囲部領域２１０４、安定化処理ゾーン２１０
５、屈折力領域２１０６、センタ２１０７、眼瞼下支持構造物２１０８、及び下眼瞼接触
面２１０９を有してもよい。
【０２２１】
　前面２１０１は、例えば、屈折力領域２１０６、周囲部領域２１０４、及びレンズエッ
ジ２１０３の１つ又は２つ以上を有してもよい。レンズ２１００は、多様な円形又は非円
形形状、例えば、後面２１０１への表面機構として成形されたヒドロゲル形状、例えばレ
ンズの前面２１０１から立ち上がる球形、非球形、トロイダル、及び不規則ヒドロゲル形
状の１つ又は２つ以上を有してもよい。
【０２２２】
　結果的に、屈折力領域２１０６は、例えば、多様な円形又は非円形形状を含み、かつレ
ンズ２１００の周囲部領域２１０４の内側で中央に配置され得る。周囲部領域２１０４は
、屈折力領域２１０６の外側エッジからレンズエッジ２１０３まで半径方向に延在し得る
。レンズエッジ２１０３は、周囲部領域２１０４の外側エッジからレンズ２１００の前面
２１０１及び後面２１０２が互いに交わる場所まで半径方向に延在し得、これがレンズ２
１００周囲全体に行き渡ると同時に、外辺部として動作する。
【０２２３】
　前面２１０１は、安定化処理ゾーン２１０５、下眼瞼接触面２１０８、及び眼瞼下支持
構造物２１０９の１つ又は２つ以上を有してもよい。平行移動多焦点のコンタクトレンズ
２１００への眼瞼下支持構造物２１０９及び下眼瞼接触面２１０８の組み込みは、下眼瞼
接触のより広い区域をもたらすことができる。眼瞼下支持構造物２１０９はまた、多焦点
のコンタクトレンズ２１００を装着中の垂直安定性及び回転安定性の一方又は双方をもた
らすことができる。
【０２２４】
　安定化処理ゾーン２１０５は、屈折力領域２１０６の一方又は両側に存在し得る。安定
化処理ゾーン２１０５は、多焦点のコンタクトレンズ２１００に対する垂直安定性及び回
転安定性の一方又は双方を容易にする。これに加えて、安定化処理ゾーン２１０５、眼瞼
下支持構造物２１０９、及び下眼瞼接触面２１０８は、レンズ２１００の快適性及びレン
ズ２１００の嵌合いにおいて補助するよう輪郭が付けられてもよい。
【０２２５】
　別の態様では、後面２１０２は、周囲部領域２１０４、及び１つ又は２つ以上の光学ゾ
ーンを含有する屈折力領域２１０６を有し得る。周囲部領域２１０４及び屈折力領域２１
０６は、コンタクトレンズ２１００の関連する屈折力に寄与し得る。後面２１０２は、例
えば、周囲部領域２１０４と、遠屈折力光学ゾーン、中間屈折力光学ゾーン、及び近屈折
力光学ゾーンの１つ又は２つ以上を含有する屈折力領域２１０６との一方又は双方を有し
てもよい。加えて、後面２１０２は、例えば、周囲部領域２１０４と、遠屈折力光学ゾー
ン及び近屈折力光学ゾーンの一方又は双方を含有する屈折力領域２１０６との一方又は双
方を有してもよい。
【０２２６】
　ここで安定化処理ゾーン２２００場所の複数の変形、及び本発明の態様の範囲内に入る
発現を図示する図１９Ａ～１９Ｄを参照する。レンズは、眼上にある場合に垂直安定性及
び回転安定性の一方又は双方をもたらすための１つ又は複数の安定化処理ゾーン２２００
を有し得る。更には、安定化処理ゾーン２２００は、安定化処理ゾーン２２００の表面に
成形され、かつ表面を画定するための少なくとも１本の曲線を有する、複数の点及び複数
の線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を有し得、これがまた、改善された
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着用者の快適性で補助し得る。幾つかの例では、レンズ２２０４は、屈折力領域２２０１
の右側で発生し得る（図１９Ｃで見られるような）、又は屈折力領域２２０１の左側で発
生し得る（図１９Ｄで見られるような）いずれかの１つで発生し得る１つの安定化処理ゾ
ーン２２００を有してもよい。このレンズ２２００はまた、眼瞼下支持構造物２２０３も
有する。
【０２２７】
　レンズ２２０４は、安定化処理ゾーン２２００を含まなくてもよく（図１９Ａに図示さ
れたように）、又はレンズ２２０４は、少なくとも２つ又は３つ以上の安定化処理ゾーン
２２００を含んでもよい（図１９Ｂに見られるように）。
【０２２８】
　安定化ゾーン２２００（図１９Ｂ～Ｄに見られるような）は、屈折力領域２２０１の上
縁から下眼瞼接触面２２０２の上縁まで延在し得る０°～１８０°の間の角幅でヒドロゲ
ル材料の弧状のセグメントを含み得る。これに加えて、安定化処理ゾーン２２００（図１
９Ｂ～Ｄで見られるような）は、レンズのセンタから半径方向に延在する約５ｍｍ以下の
幅（ｗ）、並びに安定化処理ゾーン２２００（図１９Ｂ～Ｄで見られるような）基部から
垂直に延在する１ｍｍ以下の軸方向ピーク高さ（ｈｔ）を有してもよい。安定化処理ゾー
ン２２００（図１９Ｂ～Ｄで見られるような）は、約１２４°の角幅、約３ｍｍの幅及び
約０．５ｍｍの高さを有してもよい。
【０２２９】
　ここで、屈折力領域内に発生する光学ゾーンの種類、形状、及び配置の複数の変形の例
を図示する図２０Ａ～２０Ｈを参照する。光学ゾーンは、表面を画定する少なくとも１本
の曲線を有する、複数の点及び複数の線の一方又は双方によって画定される様々な幾可学
的形状を有することができる。屈折力領域２３００は、例えば、遠距離視力のための遠屈
折力光学ゾーン、中間距離視力のための中間屈折力ゾーン、及び大写し又は近距離視力の
ための近屈折力光学ゾーンの１つ又は２つ以上などの複数の光学ゾーンを有することがで
きる。例えば、遠屈折力光学ゾーン、中間屈折力光学ゾーン、及び近屈折力光学ゾーンは
、屈折力領域の最上部から底部に進んで発生し得る降順で発生してもよい。
【０２３０】
　幾つかの追加的例は、遠距離視力のための近屈折力光学ゾーン２３０２、中間距離視力
のための中間屈折力光学ゾーン２３０４、及び大写し又は近距離視力のための近屈折力光
学ゾーン２３０６を含む図２０Ａ及び２０Ｂで図示される分割光学ゾーン、図２０Ｃの多
重焦点光学ゾーン２３０８、並びに図２０Ｄ～２０Ｈのブレンドされた光学ゾーン２３１
０の１つ又は２つ以上として発生し得る光学ゾーンを含む。例えば、ブレンドゾーン２３
１０は、図２０Ｄ～２０Ｈの光学ゾーン（遠屈折力光学ゾーン２３０２、中間屈折力光学
ゾーン２３０４、又は近屈折力光学ゾーン２３０６）を、光学ゾーン、周囲部領域、及び
下眼瞼接触面の１つ又は２つ以上を有するレンズの別の隣接する部分に融合させる切れ目
がなく連続する区域を有し得る。図２０Ｃに図示されるような多重焦点レンズは、別個の
ゾーンとは対照的に、連続体にわたって成形される複数の光学ゾーンを有する。
【０２３１】
　本発明の別の態様では、下眼瞼接触面が、前記レンズ前面を横切って外側に延在する、
１つの切れ目がなく連続する、前記前面部分の内向きの伸張された部分を備え、下眼瞼の
上に留まることができる棚様構造をもたらす。下眼瞼接触面は、隣接する眼瞼下支持構造
物の上に直接位置付けられ得る。更には、下眼瞼接触面は、表面を画定する少なくとも１
本の曲線を有する、複数の点及び複数の線の一方又は双方によって画定される様々な幾可
学的形状を有することができる。結果的に、下眼瞼接触面は、患者の下眼瞼の厳密な形状
に沿って輪郭がつけられることができ、これが、１つ又は２つ以上のより良好な嵌合い、
着用者の快適感、垂直安定性、回転安定性、及び着用者が視線を１つの光学ゾーンから別
の光学ゾーンに変更する場合にレンズの移動の量を限定することをもたらし得る。
【０２３２】
　幾つかの追加的例は、下眼瞼接触面の底部の下位でそれに隣接して始まり、下部レンズ
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エッジにまで延在し得る眼瞼下支持構造物を有する。眼瞼下支持構造物は、４ｍｍ以下の
幅（ｗ）、好ましくは２．１ｍｍの幅を有してよい。結果的に、眼瞼下支持構造物は、眼
の表面に沿って本質的に輪郭を付けた弓状の前面を有し得る。眼瞼下支持構造物は、より
大きな表面積をもたらし得かつレンズが角膜周辺をより容易に包むことを可能にする患者
の眼に沿って輪郭を付けることができる。更には、このような眼瞼下支持構造物は、眼上
にある場合、着用者の改善された快適性、レンズに対する垂直安定性、及び回転安定性の
１つ又は２つ以上を補助することができる。
【０２３３】
　あるいは、本発明の幾つかの追加の態様において、ここで図２１を参照すると、平行移
動多焦点のコンタクトレンズを成形するよう実践され得る方法工程を図示する。幾つかの
例では、患者データが、平行移動多焦点のコンタクトレンズの成形を実践するよう用いら
れ得る。一例において、眼のデータは、トポグラファー、波面装置、顕微鏡、ビデオカメ
ラなどのような様々な眼球測定装置から取得され得、続いてデータが保存され得る。眼が
、暗い照明条件、中間の照明条件、及び明るい照明条件などの様々な照明条件で試験され
得、そこで得られたいずれのデータも保存され得る。
【０２３４】
　得られる眼のデータの異なる種類としては、例えば、眼の形状；上眼瞼、瞳孔、及び角
膜輪部に対する下眼瞼の位置；近距離視野、中間距離視野、及び遠距離視野での瞳孔及び
角膜輪部のサイズ、形状、及び位置；並びに下眼瞼曲率半径、及び瞳孔中心からの距離、
を挙げることができる。一例では、患者の眼から得られるデータは、レンズの形状；存在
する安定化処理ゾーンの形状、サイズ、場所、及び量；存在する光学ゾーンの形状、サイ
ズ、場所及び量；並びにレンズの下眼瞼接触面、及び眼瞼下支持構造物の形状、サイズ及
び場所に影響を及ぼし得る。
【０２３５】
　２４００で、患者の眼の測定データが入力され得る。２４０１では、一旦受け取られた
患者の眼の測定データが、アルゴリズムにより使用可能なレンズパラメータに変換され得
る。２４０２では、レンズパラメータが、レンズ内に内蔵されるレンズ機構を画定するよ
う使用され得る。２４０３では、レンズデザインが、特定されたレンズパラメータ及びレ
ンズ機構に基づいて生成され得る。例示の目的で、レンズ表面のレンズデザインは、患者
の眼に適用された１つ又は２つ以上の眼球測定装置から獲得されたパラメータに基づいて
もよい。例えば、レンズデザインの屈折力領域のサイズ、形状、及び場所が、様々な凝視
方向における患者の瞳孔の移動によって決定されてもよい。下眼瞼接触面の形状及び場所
が、患者の下眼瞼の位置及び移動によって調節されてもよい。２４０４で、フリーフォー
ムレンズが、生成されたレンズデザインに基づいて作成され得る。
【０２３６】
　図２２を参照すると、例えば、前記の方法工程などの本発明の幾つかの態様を実践する
ために用いられ得るコントローラ２５００が図示される。プロセッサユニット２５０１は
、通信網を介して情報伝送するよう構成される情報伝送装置２５０２に連結された１つ又
は２つ以上のプロセッサを有することができる。情報伝送装置２５０２は、例えば、１つ
又は２つ以上のコントローラ装置又は製造加工装置、例えば図５～１５に図示される装置
と連通するよう用いられ得る。
【０２３７】
　プロセッサ２５０１はまた、記憶装置２５０３に連通して使用されてもよい。記憶装置
２５０３は、磁気記憶装置の組み合わせ（例えば、磁気テープ及びハードディスクデバイ
ス）、光メモリ装置、及び／又は読み出し書き込み可能メモリ（ＲＡＭ）デバイス及び読
み出し専用メモリ（ＲＯＭ）デバイスなどの半導体メモリ装置が挙げられる任意の適切な
情報記憶装置を備えてもよい。この記憶装置２５０３は、その中に実行可能な命令を格納
することが可能で、これは、プロセッサ２５０１で実行される場合、本明細書に記載され
る装置に、本明細書で記載される方法を実行させ得る。実行可能命令は、本明細書で記載
されるＤＭＤスクリプトを含むことができる。
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【０２３８】
　記憶装置２５０３は、プロセッサ２５０１を制御するための実行可能なソフトウェアプ
ログラム２５０４を格納してもよい。プロセッサ２５０１は、ソフトウェアプログラム２
５０４の命令を実行し、これによって、例えば、前記の方法工程などを、本発明の態様に
従って動作する。例えば、プロセッサ２５０１は、患者の眼のデータを記述した情報を受
け取ることができる。記憶装置２５０３はまた、１つ又は２つ以上のデータベース２５０
５及び２５０６内の眼科関連データを記憶することもできる。データベースは、カスタマ
イズされたレンズデザインデータ、メトロロジーデータ、及び特定のレンズデザインのた
めの画定されたレンズパラメータデータを含有してよい。
【０２３９】
　ここで図２３Ａ及び２３Ｂを参照すると、複数の機構を含有する平行移動多焦点のコン
タクトレンズ２１１０の前面２１１１並びに後面２１１２の平面図及び側面図が図示され
ている。レンズ２１１０は、図１８Ａ及び１８Ｂにおけるレンズ２１００に関して示され
たものと同様な機構を有し、ここでは、レンズ２１１０が眼瞼下支持構造物を含有しない
ことを除いては、同様な機構は同様な参照番号を用いて表示されている。
【０２４０】
　ここで図２４Ａ～２４Ｄを参照すると、安定化処理ゾーン２２００の複数の変形の例、
並びに本発明の態様の範囲内に入り得る発現が図示されている。図２４Ａ～２４Ｄで図示
されるレンズ２２１４は、図１９Ａ～１９Ｄで図示されたレンズ２２０４と同様であり、
同様な機構は同様な参照記号を用いて番号付けられている。図２４Ａ～２４Ｄで図示され
たレンズ２２１４と図１９Ａ～１９Ｄで図示されたレンズ２２０４との間の違いは、レン
ズ２２１４が眼瞼下支持構造物を有さないことである。
【０２４１】
　本発明の態様の非網羅的なリストが、以下の番号付け条項に列挙されている。
【０２４２】
　１．平行移動多焦点のコンタクトレンズを成形するための装置であって、前記装置は、
　化学放射線を含む、ある波長で光を発する光源と、
　メモリと論理通信するプロセッサと、を含み、前記メモリが実行可能なコードを格納し
、コードが、ディジタルミラーデバイスを制御するための１つ又は２つ以上の制御信号を
プロセッサに発生させて、弓状の基材を通して化学放射線を投影し、
　対応する弓状の形状を備えかつレンズエッジで交わる前面及び後面をボクセル単位で備
えるコンタクトレンズを成形し、
　使用者の眼に視力補正をもたらす、複数の光学ゾーンを備える屈折力領域を成形し、
　使用者が視覚の方向を変更しかつ使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーンから別の
前記光学ゾーンに移動する場合、使用者の眼の上の前記レンズの移動の量を限定する下眼
瞼接触面を成形し、並びに、
　眼瞼下支持構造物を成形する。
　２．レンズがフリーフォームレンズを含む、条項１に記載の装置。
　３．前面が、周囲部領域、安定化処理ゾーン、及び屈折力領域の１つ又は２つ以上を備
える、条項１に記載の装置。
　４．レンズエッジが、周囲部領域の外側エッジから前面及び後面が互いに交わる場所ま
で、半径方向に延在する、条項３に記載の装置。
　５．周囲部領域が、屈折力領域の外側エッジからレンズエッジまで半径方向に延在する
、条項３に記載の装置。
　６．レンズが、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安定性の一方又は双
方をもたらすよう存在する、１つ又は２つ以上の安定化処理ゾーンを備える、条項３に記
載の装置。
　７．安定化処理ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線の
一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項６に記載の装置。
　８．安定化処理ゾーンが、０°～１８０°の間の角度幅で、ヒドロゲル材料の弧状のセ
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グメントを備える、条項６に記載の装置。
　９．安定化処理ゾーンが、５ｍｍ以下の幅（ｗ）、及び１ｍｍ以下のピーク高さ（ｈｔ
）を備える、条項６に記載の装置。
　１０．後面が、周囲部領域及び屈折力領域の一方又は双方を備える、条項１に記載の装
置。
　１１．屈折力領域が、球形の境界形状を備える、条項１に記載の装置。
　１２．屈折力領域が、非球形の境界形状を備える、条項１に記載の装置。
　１３．屈折力領域が、遠屈折力光学ゾーン、中間屈折力光学ゾーン、及び近屈折力光学
ゾーンの１つ又は２つ以上を備える、条項１に記載の装置。
　１４．少なくとも１つの前記光学ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲
線で、点及び線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項１３に記
載の装置。
　１５．下眼瞼接触面が、前記レンズ前面を横切って外側に延在する、１つの切れ目がな
く連続する、前面部分の内向きの伸張された部分を備える、条項１に記載の装置。
　１６．下眼瞼接触面が、隣接する眼瞼下支持構造物の上に直接位置付けられ得る、条項
１５に記載の装置。
　１７．下眼瞼接触面が、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線の一
方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項１５に記載の装置。
　１８．眼瞼下支持構造物が、下眼瞼接触面の下部に隣接し、かつ前記レンズエッジの下
部に延在する、条項１に記載の装置。
　１９．眼瞼下支持構造物が、眼の表面に沿って輪郭が本質的に付けられる弓状の前面を
備える、条項１８に記載の装置。
　２０．この眼瞼下支持構造物が、４ｍｍ以下の幅を備える、条項１８に記載の装置。
　２１．この眼瞼下支持構造物が、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安
定性の一方又は双方をもたらす、条項１８に記載の装置。
　２２．平行移動多焦点のコンタクトレンズであって、
　弓状形状を備える、前面と、
　弓状形状を備え、前記前面に隣接しかつ前記前面と反対側にある後面であって、前記後
面及び前記前面がレンズエッジで互いに交わる、後面と、
　複数の光学ゾーンを備える、使用者の眼に視力補正をもたらす屈折力領域と、
　使用者が視覚の方向を変更しかつ使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーンから別の
前記光学ゾーンに移動する場合、使用者の眼の上の前記レンズの移動の量を限定する下眼
瞼接触面と、
　を備える、平行移動焦点のコンタクトレンズ。
　２３．レンズが、ボクセル単位で成形される第１の部分と、流動性媒体から成形される
第２の部分と、を有するフリーフォームレンズを含む、条項２２に記載の平行移動コンタ
クトレンズ。
　２４．前面が、周囲部領域及び安定化処理領域の１つ又は２つ以上を備える、条項２２
に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　２５．レンズエッジが、周囲部領域の外側エッジから前面及び後面が互いにエッジ場所
まで、半径方向に延在する、条項２４に記載の方法。
　２６．周囲部領域が、屈折力領域の外側エッジからレンズエッジまで半径方向に延在す
る、条項２４に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　２７．レンズが、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安定性の一方又は
双方をもたらすよう存在する、１つ又は２つ以上の安定化処理ゾーンを備える、条項２４
に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　２８．安定化処理ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線
の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項２７に記載の平行移動コ
ンタクトレンズ。
　２９．安定化処理ゾーンが、０°～１８０°の間の角度幅で、ヒドロゲル材料の弧状セ
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グメントを備える、条項２７に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　３０．安定化処理ゾーンが、５ｍｍ以下の幅（ｗ）、及び１ｍｍ以下のピーク高さ（ｈ
ｔ）を備える、条項２７に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　３１．後面が、周囲部領域及び屈折力領域の一方又は双方を備える、条項２２に記載の
平行移動コンタクトレンズ。
　３２．屈折力領域が、球形の境界形状を備える、条項２２に記載の平行移動コンタクト
レンズ。
　３３．屈折力領域が、非球形の境界形状を備える、条項２２に記載の平行移動コンタク
トレンズ。
　３４．屈折力領域が、遠屈折力光学ゾーン、中間屈折力光学ゾーン、及び近屈折力光学
ゾーンの１つ又は２つ以上を備える、条項２２に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　３５．少なくとも１つの前記光学ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲
線で、点及び線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項３４に記
載の平行移動コンタクトレンズ。
　３６．下眼瞼接触面が、前記レンズ前面を横切って外側に延在する、１つの切れ目がな
く連続する、前面部分の内向きの伸張された部分を備える、条項２２に記載の平行移動コ
ンタクトレンズ。
　３７．下眼瞼接触面が、隣接する眼瞼下支持構造物の上に直接位置付けられ得る、条項
３６に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　３８．下眼瞼接触面が、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線の一
方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項３６に記載の平行移動コンタ
クトレンズ。
　３９．眼瞼下支持構造物が、下眼瞼接触面の前記下部に隣接し、かつ前記レンズエッジ
の下部に延在する、条項２２に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　４０．眼瞼下支持構造物が、眼の表面に沿って本質的に輪郭がつけられる弓状の前部を
備える、条項３９に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　４１．眼瞼下支持構造物が、４ｍｍ以下の幅を備える、条項３９に記載の平行移動コン
タクトレンズ。
　４２．眼瞼下支持構造物が、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安定性
の一方又は双方をもたらす、条項３９に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　４３．平行移動多焦点のコンタクトレンズを成形するための装置であって、該装置は、
　化学放射線を含む、ある波長で光を発する光源と、
　メモリと論理通信するプロセッサと、を含み、前記メモリが実行可能なコードを格納し
、コードが、ディジタルミラーデバイスを制御するための１つ又は２つ以上の制御信号を
プロセッサに発生させて、弓状の基材を通して化学放射線を投影し、
　弓状形状を備え、前記前面と反対側にある後面であって、前記後面及び前記前面がレン
ズエッジで互いに交わる後面をボクセル単位で成形し、
　使用者の眼に視力補正をもたらす、複数の光学ゾーンを備える屈折力領域を成形し、及
び
　使用者が視覚の方向を変更しかつ使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーンから別の
前記光学ゾーンに移動する場合、使用者の眼の上の前記レンズの移動の量を限定する下眼
瞼接触面を成形することのために、前記メモリは、実行可能なコードを格納し、ディジタ
ルミラーデバイスを制御するための１つ又は２つ以上の制御信号をプロセッサに発生させ
て、弓状の基材を通して化学放射線を投影するよう要求に応じて実行可能である。
　４４．レンズがフリーフォームレンズを含む、条項４３に記載の装置。
　４５．前面が、レンズエッジ、周囲部領域、安定化処理ゾーン、屈折力領域、及び下眼
瞼接触面のうちの１つ又は２つ以上を備える、条項４３に記載の装置。
　４６．レンズエッジが、周囲部領域の外側エッジから前面及び後面が互いにエッジ場所
まで、半径方向に延在する、条項４５に記載の方法。
　４７．周囲部領域が、屈折力領域の外側エッジからレンズエッジまで半径方向に延在す
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る、条項４５に記載の装置。
　４８．レンズが、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安定性の一方又は
双方をもたらすよう存在する、１つ又は２つ以上の安定化処理ゾーンを備える、条項４５
に記載の装置。
　４９．安定化処理ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線
の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項４８に記載の装置。
　５０．安定化処理ゾーンが、０°～１８０°の間の角度幅で、ヒドロゲル材料の弧状セ
グメントを備える、条項４８に記載の装置。
　５１．安定化処理ゾーンが、５ｍｍ以下の幅（ｗ）、及び１ｍｍ以下のピーク高さ（ｈ
ｔ）を備える、条項４８に記載の装置。
　５２．後面が、周囲部領域及び屈折力領域の一方又は双方を備える、条項４３に記載の
装置。
　５３．屈折力領域が、球形の境界形状を備える、条項４３に記載の装置。
　５４．屈折力領域が、非球形の境界形状を備える、条項４３に記載の装置。
　５５．屈折力領域が、遠屈折力光学ゾーン、中間屈折力光学ゾーン、及び近屈折力光学
ゾーンの１つ又は２つ以上を備える、条項４３に記載の装置。
　５６．少なくとも１つの前記光学ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲
線で、点及び線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項５５に記
載の装置。
　５７．下眼瞼接触面が、前記レンズ前面を横切って外側に延在する、１つの切れ目がな
く連続する、前面部分の内向きの伸張された部分を備える、条項４３に記載の装置。
　５８．下眼瞼接触面が、隣接するレンズエッジの上に直接位置付けられ得る、条項５７
に記載の装置。
　５９．下眼瞼接触面が、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線の一
方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項５７に記載の装置。
　６０．平行移動多焦点のコンタクトレンズであって、
　前記前面が弓状形状を備える、ボクセル単位の後面と、
　弓状形状を備え、前記前面と反対側にある後面であって、前記後面及び前記前面がレン
ズエッジで互いに交わる、ボクセル単位の後面と、
　複数の光学ゾーンを備える、使用者の眼に視力補正をもたらす屈折力領域と、
　使用者が視覚の方向を変更しかつ使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーンから別の
前記光学ゾーンに移動する場合、使用者の眼の上の前記レンズの移動の量を限定する下眼
瞼接触面と、を含む平行移動多焦点のコンタクトレンズ。
　６１．レンズが、フリーフォームレンズを含む、条項６０に記載の平行移動コンタクト
レンズ。
　６２．前面が、レンズエッジ、周囲部領域、安定化処理ゾーン、屈折力領域、及び下眼
瞼接触面のうちの１つ又は２つ以上を備える、条項６０に記載の平行移動コンタクトレン
ズ。
　６３．レンズエッジが、周囲部領域の外側エッジから前面及び後面が互いに交わる場所
まで、半径方向に延在する、条項６２に記載の方法。
　６４．周囲部領域が、屈折力領域の外側エッジからレンズエッジまで半径方向に延在す
る、条項６２に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　６５．レンズが、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安定性の一方又は
双方をもたらすよう存在する、１つ又は２つ以上の安定化処理ゾーンを備える、条項６２
に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　６６．安定化処理ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線
の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項６５に記載の平行移動コ
ンタクトレンズ。
　６７．安定化ゾーンが、０°～１８０°の角度幅で、ヒドロゲル材料の弧状セグメント
を備える、条項６５に記載の平行移動コンタクトレンズ。
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　６８．安定化処理ゾーンが、５ｍｍ以下の幅（ｗ）、及び１ｍｍ以下のピーク高さ（ｈ
ｔ）を備える、条項６５に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　６９．後面が、周囲部領域及び屈折力領域の一方又は双方を備える、条項６０に記載の
平行移動コンタクトレンズ。
　７０．屈折力領域が、球形の境界形状を備える、条項６０に記載の平行移動コンタクト
レンズ。
　７１．屈折力領域が、非球形の境界形状を備える、条項６０に記載の平行移動コンタク
トレンズ。
　７２．屈折力領域が、遠屈折力光学ゾーン、中間屈折力光学ゾーン、及び近屈折力光学
ゾーンの１つ又は２つ以上を備える、条項６０に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　７３．少なくとも１つの前記光学ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲
線で、点及び線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項７２に記
載の平行移動コンタクトレンズ。
　７４．下眼瞼接触面が、前記レンズ前面を横切って外側に延在する、１つの切れ目がな
く連続する、前面部分の内向きの伸張された部分を備える、条項６０に記載の平行移動コ
ンタクトレンズ。
　７５．下眼瞼接触面が、隣接するレンズエッジの上に直接位置付けられ得る、条項７４
に記載の平行移動コンタクトレンズ。
　７６．下眼瞼接触面が、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び線の一
方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、条項７４に記載の平行移動コンタ
クトレンズ。
【０２４３】
　結論
　上記及び以下の特許請求の範囲によって画定される説明は、平行移動多焦点のコンタク
トレンズ、例えばフリーフォームレンズを成形する方法工程及びこのような方法を実践す
るための装置、並びにこれによって成形されたレンズを提供する。フリーフォーム平行移
動多焦点のコンタクトレンズは、眼瞼下支持構造物、及び下眼瞼接触面の一方又は双方を
有し得る。
【０２４４】
〔実施の態様〕
（１）　平行移動多焦点のコンタクトレンズであって、
　弓状形状を備える、前面と、
　弓状形状を備え、前記前面に隣接しかつ前記前面と反対側にある後面であって、前記後
面及び前記前面がレンズエッジで互いに交わる、後面と、
　複数の光学ゾーンを備える、使用者の眼に視力補正をもたらす屈折力領域と、
　前記使用者が視覚の方向を変更しかつ前記使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーン
から別の前記光学ゾーンに移動する場合、前記使用者の前記眼の上の前記レンズの移動の
量を限定するよう構成される下眼瞼接触面と、
　を含む平行移動多焦点のコンタクトレンズ。
（２）　前記レンズが、眼瞼下支持構造物を備える、実施態様１に記載の平行移動コンタ
クトレンズ。
（３）　前記レンズが、ボクセル単位で成形される第１の部分と、流動性媒体から成形さ
れる第２の部分と、を有するフリーフォームレンズを含む、実施態様１又は実施態様２に
記載の平行移動コンタクトレンズ。
（４）　前記前面が、前記レンズエッジ、周囲部領域、安定化処理ゾーン成分、前記屈折
力領域、及び前記下眼瞼接触面のうちの１つ又は２つ以上を備える、実施態様１～３のい
ずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（５）　前記レンズエッジが、前記周囲部領域の外側エッジから前記前面及び前記後面が
互いに交わる場所まで、半径方向に延在する、実施態様４に記載の平行移動コンタクトレ
ンズ。
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【０２４５】
（６）　前記周囲部領域が、前記屈折力領域の前記外側エッジから前記レンズエッジまで
半径方向に延在する、実施態様４に記載の平行移動コンタクトレンズ。
（７）　前記レンズが、前記レンズに対する垂直安定性及び前記レンズに対する回転安定
性の一方又は双方をもたらすよう存在する、１つ又は２つ以上の安定化処理ゾーンを備え
る、実施態様４に記載の平行移動コンタクトレンズ。
（８）　前記安定化処理ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及
び線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、実施態様５～７のいずれ
かに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（９）　前記安定化処理ゾーンが、０°～１８０°の間の角度幅で、ヒドロゲル材料の弧
状セグメントを備える、実施態様５～８のいずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１０）　前記安定化処理ゾーンが、５ｍｍ以下の幅（ｗ）、及び１ｍｍ以下のピーク高
さ（ｈｔ）を備える、実施態様５～９のいずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
【０２４６】
（１１）　前記後面が、前記周囲部領域及び前記屈折力領域の一方又は双方を備える、実
施態様５に記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１２）　前記屈折力領域が、球形の境界形状を備える、実施態様１～１１のいずれかに
記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１３）　前記屈折力領域が、非球形の境界形状を備える、実施態様１～１１のいずれか
に記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１４）　前記屈折力領域が、遠屈折力光学ゾーン（far-power optic zone）、中間屈折
力光学ゾーン、及び近屈折力光学ゾーンの１つ又は２つ以上を備える、実施態様１～１３
のいずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１５）　少なくとも１つの前記光学ゾーンが、表面を画定するための少なくとも１本の
曲線で、点及び線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、実施態様１
４に記載の平行移動コンタクトレンズ。
【０２４７】
（１６）　前記下眼瞼接触面が、前記レンズ前面を横切って外側に延在する、１つの切れ
目がなく連続する、前記前面部分の内向きの伸張された部分を備える、実施態様１～１５
のいずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１７）　前記下眼瞼接触面が、前記隣接する眼瞼下支持構造上に直接位置付けられる、
実施態様１～１６のいずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１８）　前記下眼瞼接触面が、前記レンズエッジの上に直接位置付けられる、実施態様
１～１７のいずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（１９）　前記下眼瞼接触面が、表面を画定するための少なくとも１本の曲線で、点及び
線の一方又は双方によって画定される幾可学的形状を備える、実施態様１～１８のいずれ
かに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（２０）　前記幾可学的形状が、ヒドロゲルによって画定される、実施態様１９に記載の
平行移動コンタクトレンズ。
【０２４８】
（２１）　前記眼瞼下支持構造物が、前記下眼瞼接触面の前記下部に隣接し、かつ前記レ
ンズエッジの下部に延在する、実施態様２～２０のいずれかに記載の平行移動コンタクト
レンズ。
（２２）　前記眼瞼下支持構造物が、前記眼の前記表面に沿って輪郭が付けられる弓状の
前面を備える、実施態様２～２１のいずれかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（２３）　前記眼瞼下支持構造物が、４ｍｍ以下の幅を備える、実施態様２～２２のいず
れかに記載の平行移動コンタクトレンズ。
（２４）　前記眼瞼下支持構造が、レンズに対する垂直安定性及びレンズに対する回転安
定性の一方又は双方をもたらす、実施態様２～２３のいずれかに記載の平行移動コンタク
トレンズ。
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（２５）　平行移動多焦点のコンタクトレンズを成形するための装置であって、前記装置
は、
　化学放射線を含む、ある波長で、光を発する光源と、
　メモリと論理通信するプロセッサと、
　を含み、前記メモリが内部に実行可能なコードを格納し、前記コードが、ディジタルミ
ラーデバイスを制御するための１つ又は２つ以上の制御信号を前記プロセッサに発生させ
て、弓状の基材を通して前記化学放射線を投影し、実施態様１～２４のいずれかによる平
行移動コンタクトレンズを成形するよう要求に応じて実行可能である、装置。
【０２４９】
（２６）　平行移動多焦点のコンタクトレンズを成形するための方法であって、
　対応する弓状の形状を備えかつレンズエッジで交わる前面及び後面をボクセル単位で備
えるコンタクトレンズを成形することと、
　使用者の眼に視力補正をもたらす、複数の光学ゾーンを備える屈折力領域を成形するこ
とと、
　前記使用者が視覚の方向を変更しかつ前記使用者の視線が少なくとも１つの光学ゾーン
から別の前記光学ゾーンに移動する場合、前記使用者の前記眼の上の前記レンズの移動の
量を限定するよう構成される下眼瞼接触面を成形することと、
　を含む方法。
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